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はじめに

本報告書は、 「欧州諸国のヘルスケアビジネスおよびディジーズ・マネジメント研究会」が2001

年度から行ってきた、米国におけるディジーズ・マネジメントに関する研究会の成果をまとめたも

のである。

米国においても、慢性疾患による医療コストの高騰が問題となっている。そのような状況を克

服するための新たな試みとして、近年特に健康保険プランや企業の間で強い関心がもたれている

のが、ディジーズ・マネジメントである。ディジーズ・マネジメントが用いるアプローチは、教

育、診療ガイドライン等を通じて特定の疾患患者集団と彼らを担当する医師その他の医療従事者

の双方に働きかけることにより、医療資源利用の効率性の向上(その1つとして医療コストの抑

刺) ・医療サービスの質の向上の双方を実現しようとするアプローチである。ディジーズ・マネジ

メントは、米国における医療資源の効率的配分に関する新しい技術として、また米国におけるヘ

ルスケアビジネスの新しいモデルとして捉えることができるものである。

ディジーズ・マネジメントは、その発生以来、数多くの取り組みがなされ、効果が確認されて

いる1999年には、デイジーズ・マネジメント業界におけるあらゆる利害関係者を代表する非営

利組織としてDisease ManagementAssociation of America (以下「DMAA」とする)が設立さ

れ、その年次総会が2002年までに4回開催されている。

また近年においては、デイジーズ・マネジメントを専門に手がける企業も登場しており、

Corsolutions社や、 American Healthways社といった企業が、特に夢血性心不全等の心疾患、糖

尿病、暗息におけるディジーズ・マネジメントにおいて大きな成果を上げている1。成果を上げた

ディジーズ・マネジメントの具体例として、 American Healthways社により糖尿病患者向けに行

われたディジーズ・マネジメントのプログラム(実施期間1年)があげられる。同プログラムでは、

参加した全ての糖尿病患者について見ると、患者1名につき1ケ月当たり114ドル(17.1%)の

医療コストが削減され、さらに継続的にプログラムに参加した糖尿病患者に限って見ると、患者1

名につき、 1ケ月当たり125ドル(21.2%)の医療コストが削減された、と報告されている2。こ

れらは、これまでの活動成果である。現在でも新しい試みが多くなされており、なお発展中であ

る。

本報告茸は、米国で発生、展開してきた、またなお発展中であるディジーズ・マネジメントに

関する、基本的かつ網羅的な情報を提供することを目的としている。

本報告書は、以下の5つの章および付録の資料2点により構成されている。

第I章「ディジーズ・マネジメントの発生・展開と概念」では、米国におけるディジーズ・マ

ネジメントが今日まで発展してきた背景と沿革を概観するとともに、次章以降の前提とするため、

ディジーズ・マネジメントの概念、基本的プロセス、主要な用語を整理する。

第I章「米国ヘルスケア市場におけるディジーズ・マネジメントの現状」では、米国ヘルスケ

Boston Consulting Group, "Disease Management Takes Flight'2000 (visited Jan. 6, 2003)
<http V/www.bcg.com/publications/search_view_ofas. asp?p ubID=570>.

2 American Healthways, 'American Health ways 'Comprehensive Diabetes Disease

Managemen t Program Improves Health Sta tus for Medicare Recipien ts and Reduces Health

Care Costs by 17.1 Percent", May 24, 2000, p-4 (visitedAug. 30, 2002)

<http ://www. americanhealthways.com/res_artO 1.p df>.
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ア市場のプレーヤーとディジーズ・マネジメントの関係を整理し、ディジーズ・マネジメントの

市場の現状について説明する。

第Ⅲ章「デイジーズ・マネジメントの手法と効果」では、ディジーズ・マネジメントにおける

基本的プロセスならびに疾病ごとのディジーズ・マネジメントの手法と効果について説明する。

第Ⅳ章「ディジーズ・マネジメントのビジネスモデル」では、サービスの提供主体、提供され

るサービスの範囲という2つの方法でディジーズ・マネジメントのビジネスモデルを分類し、そ

れぞれのビジネスモデルについて事例を紹介しながら説明する。

第Ⅴ章「デイジーズ・マネジメントの今後」では、第Ⅳ章までに述べた内容を踏まえ、最新の

動きを紹介しながら、今後におけるディジーズ・マネジメントの発展の方向性について述べる。

さらに巻末に、資料2点を収録している。資料1は、ディジーズ・マネジメントを理解するため

に必要とされる、米国におけるヘルスケアの特徴を記したものであり、資料2はディジーズ・マ

ネジメント用語集である。

「欧州諸国のヘルスケアビジネスおよびディジーズ・マネジメント研究会」には、多くの実務家

の方々にもご参加いただき、活発に議論が行われた。本研究会にご参加いただいた方々からは、

貴重な情報、ご意見を数多くいただいた。また、事務局を担当した損保ジャパン総合研究所から

も多くの支援を受けることができた。末筆ながら、本研究会の主催者である損保ジャパン記念財

団のご支援により、本報告書を同財団記念叢書として公表する運びとなった。皆様方のご協力に

対し、ここに深く感謝申し上げる次第である。
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第I章　ディジーズ・マネジメントの発生・展開と概念

本章では、現在もなお発展を続けているディジーズ・マネジメント3の発生と展開について、背

景を踏まえて概観し、さらに次章以降の前提として、ディジーズ・マネジメントに関する概念、

基本的プロセス、主要な用語について整理する。

なお、米国におけるディジーズ・マネジメントを理解するためには、米国のヘルスケアの特徴

を知っておくことが必要である。本報告吾では、ディジーズ・マネジメントに対する理解を助け

るため、巻末に資料1として∴米国のヘルスケアの概要をまとめてある。本報告書では、この資

料1の知識を前提として記述がなされている。

1.ディジーズ・マネジメントの発生・展開の背景

ディジーズ・マネジメントの発生・展開の背景として、慢性疾患の問題、技術の進歩、マネジ

ドケアの発展の3点を取り上げる。なお、これらの他に、ディジーズ・マネジメントの発展を加

速した要因として、診療ガイドラインが改良されたこと、アウトカムに関する研究が急増したこ

と、医療プロバイダーが経験を積み重ねて医療サービスの質を改善するための手法を習得したこ

と等が指摘されている4。

(1 )米国において指摘される慢性疾患の問題

ディジーズ・マネジメントについて、 「主として慢性疾患を対象とし、診療ガイドラインの標準

化のためのツールを用いて、予防からリハビリまでの資源配分を最適化する手法」であるとする

見方が存在する5。実際に米国では、慢性疾患による医療コストの増大が深刻な問題として捉えられ

ている。疾病予防センター(CentersforDisease ControlandPrevention :以下「CDC」とする)

によれば、米国では、心臓病、ガン、脳卒中、慢性閉塞性肺疾患、糖尿病の5大慢性疾患による

死亡者数が全死亡者数の約7割を占める((図表1〉参照)0

さらにCDCによれば、年間1兆ドルにのぼると推計されている米国全体の医療コストのうち、

慢性疾患に羅患した人々に対する医療コストが75%を占めている6。

3以下本書では、ディジーズ・マネジメントを単独の用語としてではなく、他の語句と組み合わ
せて1つの用語として用いる場合には、 「DM」と略記する(例: 「DMサービス」 「DM市場」)0
なお、本報告書において参考とした以下の文献においては、 「ディジーズ・マネジメント」では

なく「疾病管理」という表記が用いられている。坂巻弘之「疾病管理手法の導入」 (「医療白書2000
年度版」、医療経済研究機構監修、日本医療企画発行、 2000年11月)。
4 Mark Zitter, A NewParadigm in Health Care Delivery- Disease Management", in "Disease

Management -A SystemsApproach to Improving Patient Outcomes", p.5 (Warren E. Todd &

David B. Nash eds., JosseyBass Inc., 1997).
5坂巻弘之、前掲注3、 p.127。
CDC, `The Burden ofaゐronic Diseases and Their Risk Factors, National and State

Perspectives 2002", 2002, p.vii (visited June 28, 2002)

<http 7/www.cdc. gov/nccdphp/burdenbook2002個urden_Book_2000.pd」>.
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《図表1》米国における5大慢性疾患(心臓病、ガン、脳卒中、慢性閉塞性肺疾患、

糖尿病)による死亡者数の状況(1999年)

死 因 死 亡 者 数

全 死 亡 者 数 に

占 め る割 合

心 臓 病 72 5 ,1 9 2 3 0 .3

全 ガ ン 54 9 ,8 3 8 2 3 .0

脳 卒 中 16 7 ,3 6 6 7 .0

慢 性 閉塞 性 肺 疾 患 12 4 ,18 1 5 .2

糖 尿 病 6 8 ,3 9 9 2 .9

5 大慢 性 疾患 計 1,6 3 4 ,9 7 6 6 8 .4

そ の 他 の死 因 75 6 ,4 2 3 3 1 .6

;? ll' 2 ,3 9 1 ,3 9 9 1 0 0 .0

(出典) CDC, `邪e Burden of Chronic Diseases and Their Risk Factors, National and State

Perspectives 2002", 2002, p.3 (visited June 28, 2002) <http ://www.cdc.gov/nccdphp/

burdenbook2002/Burden_Book_2000.p df>.

ある特定の慢性疾患の患者集団についてみた場合、医療コストが均一に発生するのではなく、

少数の重症患者から医療コストの大部分が発生するという傾向がみられる。例えば、暗息患者の

集団を対象としたある分析によれば、集団の22%を占める重症の暗息患者から、集団全体で生じ

る医療コストの85%が発生している7。このようなコスト構造により、慢性疾患では、将来におい

て医療コストを発生するリスクが高い患者を特定し、彼らに働きかけて重症化を防止することが

重要となる。

(2)技術の進歩

「より効果的な対象患者の特定、意思決定支援、およびコンピュータによる薬の処方を可能な

らしめる、ヘルスケア情報システムの改良」が、ディジーズ・マネジメントの発展を加速する要

因の1つとして指摘されている8。

ディジーズ・マネジメントで利用される技術の具体例として、 PredictiveModelingがある。こ

れは、過去のデータを分析して特定の患者あるいは患者集団の将来を予測するための数理的手法

であり、 DMプログラムの対象となる患者集団をリスクの程度によって階層化することにより、

資源利用を最適化することを目的として用いられる9。

(3)マネジドケアの発展

次にマネジドケアに注目し、米国の健康保険市場においてマネジドケアが今日まで発展してき

た沿革を概観し、マネジドケア型健康保険プラン10とインデムニティ型健康保険プランの仕組みを

7 Mark Zitter, supra, p.6, 8.

8 Mark Zitter, supra, p.5.

9 Michael S. Cousins et al., "An Introduction to Predictive Modeling for Disease Management
Risk Stratification , Disease Management, Vol. 5, No. 3, 2002.
10以下本報告書では、マネジドケア型健康保険プランを表す用語として、 HMO、 MCO等を用い
ているが、これらの用語の詳細については、巻末の資料1を参照のこと。

4



比較した上で、マネジドケアの発展とディジーズ・マネジメントとの関連について述べる11。

なお、本項以降の記述は、巻末の資料1を通じて米国ヘルスケアの特徴に関する知識が得られ

ていることを前提としている。

①マネジドケア発展の沿革

米国の健康保険プランは、マネジドケア型とインデムニティ型に二分されている。米国では、

1970年代以降、インデム二ティ型からマネジドケア型に、その主流が移行していった。

米国では1970年代以降、人口の高齢化や医療技術の進歩を主因として、医療コストが増加する

傾向が顕著になり、医療コストの高騰が社会的問題として認知されるようになった。医療コスト

の増大は、医療コストを全額カバーするインデムニティ型健康保険プランにおいて、保険料の高

騰による無保険者の増大をもたらした。このような状況の中で、被保険者に対する医療サービス

の提供に保険者から一定の制約をかけるマネジドケア型の健康保険プランが、医療コストの抑制

や健康保険プランの保険料負担の軽減につながるとして、注目されるようになった。

近年の米国における健康保険の加入状況を見ると、民間保険加入者が全国民の約7割を占めてお

り、民間保険の中で特に職域加入者についてみると、全国民の約6割にのぼっている(《図表2〉参

照)。

《図表2》米国における健康保険加入状況12

民間保険(全体)　民間保険(職域)　公的医療保障制度　　　無保険者

: :;li誓書

(出典) "Health Insurance Coverage-'2001", U.S. Census Bureau, Sept 2002, p.4 (visited Jan.

23, 2003) <http :〟www.census.gov/prod/2002pubs/p60-220.p舶ゝ.

11マネジドケア発展の沿革および2つの健康保険プラン(インデムニティ型・マネジドケア型)

の仕組みについては、主に以下の文献を参考とした。西村徹・江頭達政・中村岳「米国ヘルスケ
ア市場と保険会社のヘルスケア事業一沿革、現状および最近の動向-」 (安田総研クオータリー第

37号、 2001年7月)。
12民間保険加入者、公的医療保障制度加入者、無保険者を合算すると100%を超過しているが、

これは複数のタイプの健康保険に加入する者が存在しうるからである0
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さらに職域加入者について見ると、 1988年から2002年までの間に、インデムニティ型健康保

険プランとマネジドケア型健康保険プランの加入者の比率は《図表3》のように推移しており、マ

ネジドケア型健康保険プランへの移行傾向が読み取れるO

《図表3》職域マーケットにおけるマネジドケアとインデム二ティの構成比率
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1
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一
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-
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(出典) "Employer Health Benefits 2002Annual Survey", Kaiser Family Foundation, Health

Research And Educational Trust, Sept 2002, p.69 (visited Jan. 27, 2003) <http:〝www.

kff.org/content/2002/325 1/325 1.pd」>.

②2つの健康保険プラン(インデム二ティ型とマネジドケア型)の比較

インデムニティ型とマネジドケア型を概念的に比較して説明すると、次のとおりとなる。

(図表4》に示されるように、インデムニティ型では加入者が保険者、医療プロバイダーをそれ

ぞれ自由に選択できる。保険者から医療プロバイダーへの支払いは出来高払いによって行われ、

医療関連の情報は医療プロバイダーが独占するという、医師の自由裁量を最大限に尊重したもの

である。一方、保険者の機能は、単なる保険料徴収や給付事務にとどまる。
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《図表4》インデムニティ型における、加入者、保険者、医療プロバイダーの関係

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

一方、 (図表5》に示されるように、マネジドケア型では加入者における選択の自由が制限され

る。保険者は、自ら選別した医療プロバイダーとマネジドケア契約を締結してネットワークを構

築しており、加入者は保険者、医療プロバイダーをネットワーク単位で選択する。保険者から医

療プロバイダーへの支払い方法として、人頭払い、割引出来高払い等が用いられている。医療コ

ストのリスクが、保険者のみならず医療プロバイダーサイドにも発生することになり、リスクを

分担することが可能となる。保険者は、加入者に対する医師、病院へのアクセスの制限や、医療

プロバイダーの診療内容・診療期間に関する管理を行う。

マネジドケア型の健康保険プランにおいて提供されるのは、基本的には「質の高い医療サービ

スを、その消費者に対して手頃な価格で提供するために必要な、様々な構成要素を結びつけた供

給システム」であると説明されている13。

13 Gail Marcus & John C. Thomson, 'Sales andMarketingin Managed Health Care

Plans: The Process of Distribution " in The Managed Health care Handbook, 4th Ed.

p.798 (Peter R. Kongstvedt ed., Aspen Publishers, Inc., 2001).
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《図表5》マネジドケア型における、加入者、保険者、医療プロバイダーの関係

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

(参マネジドケアの発展とディジーズ・マネジメント

上述したように、本来マネジドケアは、医療サービスの質・医療コストの双方が管理される仕

組みとなっているが、この仕組みがうまく機能していないことを示す指摘がなされている。例え

ば、 1997年9月のABCニュースによる世論調査では、 HMOに加入している人の57%が保険会

社はコスト削減を優先していると回答しており、マネジドケアはヘルスケアの質を向上させるこ

とよりも医療コストを削減することに注力しているとの見方が示されている14。

また、わが国の文献においては、マネジドケアの発展とディジーズ・マネジメントの関わりに

ついて、 「単純な受療抑制や医療技術の使用制限だけでは医療費の削減に結びつかず、加入者の満

足度も下がるという問題が明らかになってきた。そのため、 MCO間の競争激化もあり、より費用

コントロールにつながる介入方法(診療ガイドラインやクリニカルパス、フォーミュラリーなど)

の導入とともに、患者を引きつける手段としての疾病管理プログラムの開発が進められてきた」

との指摘がなされている15。

2.ディジーズ・マネジメントの発生と展開

ディジーズ・マネジメントの発生と展開について、具体的な出来事の流れ・DMプログラム自

体の段階的発展という2つの視点から概観する。

(l )ディジーズ・マネジメントの発生と展開に関する具体的な出来事

①Mayo Clinicの取組み

1980年代終わりに初めてディジーズ・マネジメントを専門用語として用い、かつ実際にディジ

ーズ・マネジメントに取り組んだのが、医療機関MayoClinicであるといわれている16。

その後1992年12月、Mayo Clinicを傘下にもつ民間非営利組織Mayo Foundation forMedical

14 Richard L. Huber, "The Health Care Debate in Washington: Focused on the WrongHealth

Cn'sis"(CEO Series Issue No. 33), CSAB, June 1999, p.2, n.6 (visited Oct. 24, 2002) <http://

csab.wustl.edu/csab/CSAB%20pubs-pdf%20file s!CEO%20Series/CE O3 3%20Huber.p d」>.

15坂巻弘之,前掲注3, p.130c
16 Mark Zitter, supra, pp.4-5.
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Education and Researchと、農林・建設機械メーカーJohn Deere社17が、マネジドケアの分野に

おける戦略的業務提携を行うことで合意した18。

本提携を通じて、 Mayo Clinicと、 JohnDeere社傘下の子会社でマネジドケアを手がけるJohn

Deere Health Care社との間における既存の関係が強化され、 John Deere Health Care社傘下の

健康保険プランが提供する医療サービスの基盤として、 Mayo ClinicによるDM戦略(具体的に

は診療ガイドラインおよび関連する管理ツール)が構築され、継続的に改善されていくこととな

った19。本提携合意に先立ち、既にMayoClinicとJohnDeere HealthCare社との間で、虚血性

心疾患、彰病等についてのDM戦略が構築されていたが、本提携の下では、暗息、乳ガン、糖尿

病、高血圧等におけるDM戦略が、新たに構築されることとなった20。

Mayo ClinicによるこれらのDM戦略は、医療コストの抑制と医療サービスの質の向上につな

がるものであると見られていた21。

②BCG社によるディジーズ・マネジメントの概念の公表

ディジーズ・マネジメントの概念が初めて公にされたのは、 1993年4月、経営コンサルティン

グ会社Boston ConsultingGroup社(以下「BCG社」と略す)が製薬業界の会議において、ヘル

スケアにおける製薬会社の価値に関する同社の研究成果の公表を行った時であった22。

その後BCG社は1993年9月、 P丘zer社等の製薬会社をスポンサーとする研究の成果として公

表した報告書``I物at's at Stake for America- The Contribution of Pharmaceutical Companies"

(以下「BCG社の報告書」とする)においてもディジーズ・マネジメントを取り上げた23。 BCG

社の報告書は、 1970年代から1980年代にかけて採用されていたアプローチ(BCG社の報告書で

は「ComponentManagement」と称している)を代替するものとして、ディジーズ・マネジメン

トのアプローチを取り上げている。すなわちComponent Managementでは、ヘルスケアシステ

ムにおける個々の医療機関毎に医療コストを抑制しようとした結果、システム全体として十分な

コスト削減効果をあげることができなかったのに対し、ディジーズ・マネジメントは個々の疾病

について患者の生涯にわたるコスト構造全体に着目するものであると特徴づけられ、ディジー

ズ・マネジメントを通じて医療コストの抑制と医療サービスの質の向上が実現する可能性が高い

との指摘がなされている。

17 JohnDeere社は、医療コストの高騰を背景として、保険に代わる給付方法について検討した末、

1971年から自社内で従業員からの給付請求を処理するようになったという経緯がある。

John Deere Health Care Inc., "History"(visited Aug. 23, 2002) <http://www.johndeerehealth.

com/0 1Visitors/30AbouLUs/40History/>.

18 `'Deere & Company, Mayo ClinicAnnounce Signing OfLetter OfIntent For Creation Of

StrategicAlliance In Managed Health Care", PR Newswire, Dec. 22, 1992.
i? Id.

20Id.

21 Id.

22 William G. Castagnoli, `'Is disease management good therapy for an ailing industry?

disease management as major part of pharmaceutical industry marketing , Medical

Marketing & Media, Jan. 1995.

23 BCG社の報告書の内容を取り上げるに際しては、 P丘zer社のホームページにおいて公開されて

いる内容を参考とした(visited June 25, 2002)<http ://www.pfizer.com/p丘zerinc/policy/

p ublicfrm.html>, <http ://www.pfizer.com/p fizerinc/p olicy/stake. html>.>
9



③製薬会社によるディジーズ・マネジメントの取組み

前述のように、 BCG社は1993年4月、製薬業界の会議において、ディジーズ・マネジメント

の概念を初めて公にしたが、その一方で製薬会社によるディジーズ・マネジメントの取組みは、

医薬品価格の高さを主因とした連邦政府の製薬業界に対する批判、さらに薬剤給付管理会社

(PharmacyBenefitManagement :以下「PBM」とする) 24やマネジドケア会社による薬剤コス

ト削減圧力を背景として、 1990年代初め以降、以下に示すようないくつかの段階を経て発展して

きている、という見方が存在する25。

第一段階:薬学上の管理(Pharmaceutical Management)

製薬会社による自社商品の差別化を狙った付加価値サービスの提供(医療プロバイダーの教育

や患者に対する服薬コンプライアンスのためのプログラム等)0

第二段階:薬局の管理(Pharmacy Management)

製薬会社によるPBMの買収。代表例として、 Merck社によるMedco社の買収があげられる。

主として製薬会社が自社の医薬品の売上を伸ばすことが目的であった0

第三段階:働きかけの管理(Intervention Management)

製薬会社がディジーズ・マネジメントのためにマーケテイング部門の再編、 DM部門の新設も

しくは子会社の設立を行い、ディジーズ・マネジメントのツール類(あるいは働きかけの手段)

の開発を中心に手がける

第四段階:ディジーズ・マネジメント(DiseaseManagement)

製薬会社がDM会社と契約、もしくはDM会社の買収によりDMプログラムを実施。代表例と

して、 Zeneca社によるDM会社(SalickHealthCare社)の買収があげられる.

なお、製薬会社におけるディジーズ・マネジメントの発展を上記のように整理した文献では、

第二段階のディジーズ・マネジメントにおけるPBMの役割に関して、 「製薬会社のディジーズ・

マネジメントを行う能力を補完する」、 「PBMがディジーズ・マネジメントにおいて最も価値を発

揮する部分とは、薬の処方.使用に関する広範なデータベースであるO　それは、薬局主導による

ディジーズ・マネジメントの発展にとって重要となる、情報のコンポーネントである」との指摘

がなされている26。ただ、現在では多くの製薬会社が直接的なPBMの保有から撤退している27。

24 HMOや企業に対して薬剤給付サービスを一括して請け負う契約を締結し、その契約に基づい

て製薬会社から割引価格で医薬品を仕入れ、傘下の薬局やメールサービスを通じて、患者に対し
て医薬品を安価で提供する事業者。浮田邦昌編「英和・和英　医薬実用英語ハンドブック第3版」

(じほう、 2000年)、 p.435。

25 Stan Bernard, "The Roles ofPharmaceutical Companies in Disease Management , in
ft

"Disease Management -A Systems Approach to Improving Patient Outcomes , pp. 1 79- 192
(Warren E. Todd & David B. Nash eds., JosseyBass Inc., 1997).なお、本文献では、 「健康の管

哩(HealthManagement)」という第五の段階に至っている製薬会社はまだ現れていない、と指
摘されている。

26 Stan Bernard, supra, pp.188-190.

27坂巻弘之、前掲注3、 p.131c
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④現代的D M契約の発生および特徴

DM業界組織の1つであるDisease Management Purchasing Consortium & Advisory Council

(以下「DMPC」とする) 28のエグゼクティブ・ディレクターであるAILewis氏は、 "feeriskon

the total patient"ど`no network restrictions"という2つの特徴を有する現代的なDM契約は、

1996年2月におけるCorsolution社とHumana社(健康保険プランを提供する会社)の間にお

いて初めて締結された、との指摘を行っている29。

以下、現代的DM契約の特徴に関して、 AI Lewis氏への質疑応答(2002年12月、 2003年1

月に実施)を通じて得られた情報に基づき詳述する。

A. Fee risk on the total patient

これは、ある疾病の患者集団に要した支払いコスト(当該疾病に関連するものに限らず、全て

の支払いを含む。すなわちこれが`totalpatient"と呼ばれるゆえんである)を、契約によって取り

決められたレベルまで削減できなかった場合に、 DM会社が、収受した手数料を返戻するという

金銭的リスク(feerisk)を負うことを意味する。

前述したCorsolution社とHumana社の間におけるDM契約が締結される以前は、当該疾病に

関連する支払いコストについてのみ、 DM会社がリスクを負うものであると考えられていたが、

当該疾病に関連するものと関連しないものをどう切り分けるか、という問題があり、このような

考え方を実際に適用するのは困難であった。

B. No network restrictions

DMプログラムでは、患者がアクセスできる医師を、 HMOのネットワーク内にある少数の医師

に限定していない。従って、 DM会社と契約するHMOの側が了承する限りにおいて、患者はい

かなる医師のところに行ってもよい。これがNonetworkrestrictionsである。

前述したCorsolution社とHumana社の間におけるDM契約が締結される以前は、患者が利用

できる医師を、 DM契約を締結した医師のネットワークに限定することが、患者を管理するため

に必要であると考えられていた。

C.契約条件の厳密さ

現代的DM契約では、厳密に契約条件が取り決められている。契約条件に盛り込まれる項目の

例として、以下のようなものがある30。

・最低限保証される、手数料を差し引いた正味のコスト削減額(契約期間中の各年度について個

別に設定)

28保険者によるDMプログラム購入契約の締結を支援するコンサルティング組織DMPCウェブ

サイト(visited Oct. 8, 2002) <http://www.dismgmt.com/>.

29 AI Lewis, `'The State of the Disease Management Industry-　The Good, the Bad, the

Unknolm and the Future"in "Disease Management- Outcomes, Strategies, Outlook', p. l, p. 10

(Atlantic Information Services, Inc., 2002).

30 AILewis氏への質疑応答において入手した、 DM契約に係る同意書(LetterofIntent)のサン
プルの内容に基づく。
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保証の形態31

削減されたコストを算定する手法

DMプログラムへの参加者1人につき毎月支払われるべき手数料

契約の2年度目以降における、医療分野の消費者物価指数に応じた手数料のインフレ調整

支払われた手数料の対価であるDMプログラムのサービスを提供する対象期間(fee period.

所定の日以降、契約した年数の間)

削減されたコストを算定する対象期間(所定の日以降、契約した年数の間)

D.オプトインからオプトアウトへ

旧来のDM契約はオプトイン、すなわちDMプログラムに参加しようとする患者に対して、そ

の旨の申し出を求める契約であった。これに対して現代的DM契約はオプトアウト、すなわちDM

プログラムへの参加を希望しない患者に対して、その旨の申し出を求める契約が主流となってい

る。

(2) DMプログラムの段階的発展

1997年に発行された米国の文献"Disease Management - A Systems Approach to Improving

patientOutcomes'において、ディジーズ・マネジメントは4つの世代を経て発展していくもので

あると指摘されている32。同文献によれば、 4つの世代のうち最も一般的なDMプログラムが第二

世代、また数は少ないが最先端を行くDMプログラムが第三世代、さらに将来的に予想される究

極のDM像が第四世代に相当する33。

以下、これら4つの世代を通じて、ディジーズ・マネジメントの手法がどのように変化してい

くかについて概観する。

①第一世代:断片的なケアの提供

第一世代のDMプログラムは、典型的な医療的ケアには入らないようなサービスを断片的に提

供するだけのものであり、疾病に対してあらゆる視点から対処したり、医療コストの高騰を抑止

したりするような包括的アプローチは見られなかった。

例えばある製薬会社のスポンサーによるDMプログラムでは、高血圧の患者に電話で処方等薬

のリフィルを促す手法が用いられていた。このプログラムでは、血圧をコントロールする上での

主要課題となっている服薬コンプライアンスに徹することにより、通院回数や治療コストを抑制

できることが実証されたが、投薬を受けていた高血圧の患者のみを対象としており、対象とする

患者を病気の重さによって決めていたわけではなかった。また治療の適切さは重要視されず、ア

ウトカムの測定も行われていなかった。

3i DM会社による保証の形態には、実際のコストが目標額を超過した場合、その超過分を全てDM

会社が負担するTop-Line Guarantee、超過分のうち当初の手数料の額を限度としてDM会社が負
担するDollar-for-Dollar Guarantee、超過分のうち「当初の手数料/目標達成時のグロスの削減

額」の割合をDM会社が負担するProportionate Guaranteeがある　DMAA4thAnnual Disease
Management Leadership Forum (2002年10月)におけるAI Lewis氏講演内容より。

32 Mark Zitter, supra, pp.21-23.
33　〟
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(多第二世代:高い効果が期待される患者をターゲットとする働きかけ

第二世代のDMプログラムでは、重症患者や医療コストが高額となるリスクが極めて高い患者

をターゲットとして、最大の効果を上げるように働きかけが行われる0

例えば、ある試行的DMプログラムでは、プライマリケアの医師に対して彰病の発見に関する

教育が行われ、彰病患者に対しては服薬コンプライアンスの重要性に関する教育が行われた。ま

た致命的な状況になる前に症状の再発に対処できるよう、最初に症状が出現して以降定期的に、

予防的観点から患者の診察が行われていた。

③第三世代:真に統合されたケア

第二世代のDMプログラムが高リスクの患者のみを対象とするのに対し、第三世代のDMプロ

グラムは、特定の病気に擢患しているか、羅患するリスクを有する患者の集団全体を対象とする。

それぞれの患者は病気の重さや健康リスクの程度により階層化され、それぞれの患者のリスク面

や費用面を考慮した戦略が採用される。また第三世代のDMプログラムでは、ケアのプロセス全

体を見据えた治療が行われるよう配慮される。

例えばある噛息のDMプログラムでは、全ての噛息患者が、軽度・中度・重度の3つのグルー

プに分類され、全ての患者に対して教育やケアプランの提供、基本的な治療が行われたはか、重

度の患者に対しては対面式教育、医療プロバイダーによる日々のピークフローの把握、およびケ

アマネジャーによる定期的訪問も行われた。

④第四世代:究極のDM健一健康そのものの管理

前述したように、以下に示す第四世代のディジーズ・マネジメントは、 1997年に発行された米

国の文献が予測するディジーズ・マネジメントの将来像である。

第四世代のディジーズ・マネジメントは真の健康管理モデルとして、病気の治療よりも最適な

健康状態の維持に大きなウエイトが置かれるものとなり、生涯にわたる健康教育を通じて、病気

の予防のみならず、安全かつ健康なライフスタイルの維持を促進することを使命とするようにな

る。

遺伝子マーカーや定期的な健康アセスメントを通じて、医療プロバイダーは健康教育や行動改

善プログラムを必要とする患者にターゲットを絞りやすくなる。また医療プロバイダーは個々の

病気ではなく、患者のトータルの健康状態を重視するようになる。健康管理としてのディジーズ・

マネジメントの基本にあるのは、病気や事故の予防であり、医療的アプローチは影をひそめるこ

ととなる。

3.ディジーズ・マネジメントの概念

(1)ディジーズ・マネジメントの定義の例

ディジーズ・マネジメントについては様々な定義がなされている。以下、ディジーズ・マネジ

メントの定義の例を紹介する.

①BCG社による定義

前述した経営コンサルティング会社BCG社が1995年に明らかにしたところによれば、ディジ

ーズ・マネジメントは、 「ヘルスケアの価値連鎖に関わるすべての関係者間の共同や協調をもたら
IB



すアプローチの仕組みであり、情報の収集・共有化をベースにし、ヘルスケアの質を高め費用を

抑えることを目標とするもの」として定義される。

(多米国の文献における定義

前述した米国の文献`'Disease Management - A Systems Approach to lmprolring Patient

Outcomes'によれば、ディジーズ・マネジメントは一般に、 「ある病気の自然な経過に基づく、ケ

アと償還への包括的かつ統合されたアプローチ」と定義され、ディジーズ・マネジメントの目的

は、実際に行われている治療や償還のあり方に拘束されることなく、最も効果的かつ効率的に病

気に対処することにある、と指摘されている34。

また2001年に発行された`'The Managed Health Care Handbook, 4th Ed.'において紹介され

ているDavidW.Plocherの説によれば、ディジーズ・マネジメントは以下のように定義される35。

すなわち、 「ディジーズ・マネジメントとは、医療を必要とする慢性疾患におけるヘルスケア供

給への、予測的かつ疾病特異的アプローチである。ディジーズ・マネジメントは、患者と医療従

事者が相対するあらゆる場にわたって適用され、医師の診察に医師以外の医療従事者による暫定

的管理が伴う機会を増加させる。またディジーズ・マネジメントは、セルフケアを通じた患者教

育と診療ガイドラインを通じた医師教育に重点が置かれている。」

③DMAAによる定義

DMAAは、ディジーズ・マネジメントを以下のように定義している36。

すなわちDMAAは、ディジーズ・マネジメントを「自己管理の努力が重要であると考えられる

患者集団のために作られた、ヘルスケアにおける働きかけ・コミュニケーションのシステム」と

定義し、ディジーズ・マネジメントの役割・特徴に関して、以下の3点を指摘している。

・医師と患者の関係や医療の計画をサポートする。

・エビデンスに基づく診療ガイドライン、患者を主体とする医療の戦略により病状悪化・合併症

を防止することに重点を置く。

・総体的な健康の改善を目標として、臨床的・人間的・経済的アウトカムを評価する。

またDMAAは、ディジーズ・マネジメントの構成要素として、以下の6つを指摘している。

集団を特定するプロセス

エビデンスに基づく診療ガイドライン

医師とサポートサービスのプロバイダーの提携による診療モデル

患者の自己管理を促進するための教育(初期予防、行動改善プログラムおよび服薬コンプライ

34 Mark Zitter, supra, p.4.

35 David W. Plocher, "Fundamentals and Core Competencies ofDisease Management'てin "The

Managed Health Care Handbook, 4th Ed. ", p.402 (Peter R. Kongstvedt ed., Aspen Publishers,
Inc.,2001).

なお、以下の文献も参考とした。

David W. Plocher, "Disease Management", in `'The Managed Health Care Handbook, 3rd

Ed. ", p.318 (Peter R. Kongstvedt ed., Aspen Publishers, Inc., 1996).

・坂巻弘之、前掲注3、 p.127。
36 DMAA, `'Definition ofDM" (visited Aug. 2 1, 2002) <http ://www.dmaa.org,/de丘nition.html>.
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アンスとその状況の監視が含まれると考えられる)

プロセスとアウトカムの測定、評価、管理

定例的に繰り返される報告とフィードバック(患者・医師・健康保険プラン・補助的プロバイ

ダー(ancillary providers)とのコミュニケーション、および診療パターン分析《practice

profiling》が含まれると考えられる)

さらにDMAAによれば、 「フルサービスのDMプログラム(FullService Disease Management

Programs)」は上記6つの構成要素を全て備えていなければならず、 6つのうち一部のみを備え

ているプログラムは、 「DMサポートサービス(Disease Management Support Services)」であ

ると定義されている。

④DM会社による定義

腎臓病患者を対象とするDMプログラムを提供する会社として2000年2月に設立されたRenal

Disease Management社は、ディジーズ・マネジメントを「所定のプロセスを適用することによ

り、医療的ケアが適切に供給されるよう誘導すること」と定義し、ディジーズ・マネジメントに

含まれる要素として「エビデンスに基づくプロトコル、医療現場における個々の患者に対するケ

ースマネジメントを通じた積極的な働きかけ、集中的なデータの収集・分析」を挙げている37。

(9研究教育機関による定義

研究教育機関American College of Allergy, Asthma & Immunologyが作成した、暗息患者を対

象とするディジーズ・マネジメントに関するマニュアルによれば、ディジーズ・マネジメントは

「ヘルスケア供給の体制構築、調整、監視を行い、さらにアウトカムを測定するというプロセス

を通じて、ヘルスケア資源を論理的、効率的かつ適切な方法で配分しようとするもの」と定義さ

れる38。

(2)本報告書における定義

以上、ディジーズ・マネジメントの定義についていくつかの例を紹介したが、本報告書では、

これらの例を踏まえて、次章以降の記述にあたり、ディジーズ・マネジメントを以下のように定

義する(なお、前節で述べた発展段階のディジーズ・マネジメントは、以下の定義の一部に該当

している)0

本報告書におけるディジーズ・マネジメントとは、糖尿病、暗息、心臓病といった慢性疾患の

患者集団と、彼らを担当する医師その他の医療従事者の双方を主たる対象として、それぞれの疾

病に固有の手法で働きかけを行い、質の高いヘルスケアを低コストで供給できるようにすること

であり、ディジーズ・マネジメントにおける重要な要素には、対象とする患者集団の特定、個々

の患者におけるリスクの程度に応じた階層化、エビデンスに基づく診療ガイドラインの策定、診

37 Renal Disease Management, Inc., "Disease ManagementApproach"(visited Aug. 28, 2002)
<http ://www.rdmp.com!>.

38 `'Overview ofAsthma Disease Management"仏merican College of Allergy, Asthma &
Immunology, "Asthma Disease Management Resource Manual') (visited Nov. 15, 2002)
<http 7/allergy. mcg.edu/physicians/manual/overview.p d」>.
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療ガイドラインに基づく医師その他の医療従事者への教育・服薬コンプライアンスや行動変容に

関する患者啓発ツール、アウトカム評価等が含まれる。

(3)ディジーズ・マネジメントのプロセス

ディジーズ・マネジメントを通じて高品質のヘルスケアを低コストで供給できるようにするた

めには、潜在的に高コストの医療が必要となるリスクが高い患者集団をいかに特定し、またその

ような高リスク集団が将来高コストの医療を利用しなくても済むように働きかけをいかに行うか

が、特に重要なポイントとなる。よってディジーズ・マネジメントでは、 (図表6カに示す基本的

プロセスを踏むことが必要となってくる(各プロセスの詳細についてはⅢ章で取り上げる)。

すなわちディジーズ・マネジメントは基本的に、対象集団を過去のデータ等から特定し

(Identi丘cation)、過去の病歴等に基づき個別の患者をアセスメントし(Assessment)、疾病リス

クにより高リスク層と低リスク層を階層化し(Strati丘cation)、患者・医師への働きかけにより効

率的な医療サービスの提供を促し(Intervention)、働きかけの効果を測定(Measurement)する

というプロセスをとることとなる。このプロセスが、継続的な再アセスメント(Continuous

Reassessment)を通じて繰り返される。

《図表6》ディジーズ・マネジメントの基本的プロセス

(継続的な再ナセスメント)

Continuous Reassessment

(患者集団の特定) (アセスメント)　　　　(階層化) (働きかけ)　　　　　(効果測定)

(4)本報告書で用いる、ディジーズ・マネジメントに関連する主要用語

本報告書では、ディジーズ・マネジメントに関連する主要な用語として、「DMプログラム」、 「DM

サービス」、 「DM会社」の3つを、以下の意味で用いる。

①DMプログラム

ディジーズ.マネジメントという概念と区別し、実際に行われているディジーズ.マネジメント

のプロセス全体を意味するために、 「DMプログラム」という用語を用いる。

(塾DMサービス

DMプログラムを構築・運営するサービス、あるいはDMプログラムの一部の構成要素を提供

するサービスという意味で用いる。

(参DM会社

DMサービスを提供する会社という意味で用いる。第Ⅳ章で詳述するように、 DMプログラム
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を構築・運営するDM会社を「フルサービスDM会社」、 DMプログラムの一部の構成要素を提

供するDM会社を「サポートサービス会社」と称することとする。

m



第日章　米国ヘルスケア市場におけるディジーズ・マネジメントの現状

本章では、米国のヘルスケア市場におけるディジーズ・マネジメントの現状について述べる.

最初に、医療プロバイダー、保険者、医療サービスの利用者といったヘルスケア市場における主

要なプレーヤーや、製薬会社、医療機器メーカー、検査会社、 DM会社といった他のプレーヤー

とディジーズ・マネジメントとの関係を整理する。次に、現在の米国におけるディジーズ・マネ

ジメントの普及度、アウトソーシングビジネスとしてのDM市場の規模と成長性、ディジーズ・

マネジメントの対象となる疾病種類の内訳等を示し、 DM市場の概要について説明する。

1.ヘルスケア市場の各プレ-ヤ-とディジ-ズ・マネジメントとの関係

(1)保険者、医療プロバイダー、医療サービス利用者とディジーズ・マネジメントとの関係

①保険者、医療プロバイダー、医療サービス利用者が抱える課題

米国ヘルスケア市場の主要なプレーヤーである保険者、医療プロバイダー、医療サービスの利

用者(患者、および雇用者である企業) 39は、それぞれ以下の課題を抱えている。

まず、保険者は、保険金として支払う医療コストの大部分を、加入者全体の一部分の患者に対

して支払っており、この層に対する支払いを削減することが大きな課題である。しかし、従来は、

保険者が将来において医療コストを支払う対象となる患者層を予測し、事前にコスト削減のため

の対策を講じることは困難であったため、既に提供されている医療サービスのコストを削減する

ことに注目する傾向があった。

次に、医療プロバイダーは、医師が患者のセルフケアを指導するのに十分な時間を取れないこ

とや、年々進歩する医療技術やEBM (Evidence BasedMedicine :根拠に基づいた医療)を十分

に理解し、適切に利用することが困難であるといった課題を抱えている。

また、医療サービスの効果を十分にあげるためには、診療を受ける患者のセルフケアも重要だ

が、患者は医師の指示に従わない場合があり、また、患者がセルフケアの方法がわからない場合

もある。このため、患者は必ずしも必要なセルフケアを適切に行うとは限らず、このことが医療

サービスの質とコストに悪影響を与えている。

企業は、自家保険を運営している場合には医療コストの増減によって直接的に影響を受ける。

外部の健康保険プランを利用している場合でも、従業員の加入する健康保険料の全部または一部

を負担することによって、間接的にコストを負担しているため、保険者と同様の課題を抱えてい

るといえる。また、労働生産性の向上、優秀な従業員の確保のために、契約する健康保険プラン

の提供する医療サービスの質に対する関心も高い。

②保険者、医療プロバイダー、医療サービス利用者にとってのディジーズ・マネジメントの価値

上記のような課題に対し、近年では、コンピュータシステムの進歩を背景に、糖尿病、暗息、

心臓病等の慢性疾患を中心としたいくつかの疾病において、過去のレセプトデータ等から将来的

に高コスト医療が必要となるハイリスクの患者層を事前に特定することが可能になってきた。ま

39米国では、企業が従業員の福利厚生のために健康保険プランと契約し、保険料の全部または一部
を負担している場合が多い。本報告書においては、健康保険プランの被保険者となって実際に医
療サービスの提供を受ける個人(健康保険プランの加入者)と、健康保険プランの取引主体であ
る企業も含めた呼称として「利用者」を用いる。
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た、学会においてエビデンスに基づいた診療ガイドラインの改良が進められてきた。

これらの取り組みを背景として発展してきたDMプログラムは、ハイリスク患者に対する医療

サービスの提供にあたり、医師、患者の双方に働きかけることによって、エビデンスに基づいた

効率的で質の高い医療を実現しようとするものであり、保険者、医療プロバイダー、医療サービ

スの利用者がそれぞれ抱える課題に対する解決策の一つとなる。

保険者は過去の請求データ等を統計学的に分析することによってハイリスク患者を特定し、ど

のようなサービスを提供すればコストを削減することができるかについて、その可能性を把握で

きるようになる。医療プロバイダーは、 EBMに関する医師の教育、 EBMを実践するためのコン

ピュータソフトの提供、患者情報のフィードバック等の支援を受けることにより、患者に対して

質の高い医療サービスを提供できるようになる。また、患者にとっては、セルフケアに関する教

育や、健康状態の定期的なモニタリングを受けることにより、健康状態が改善され、 QOL (quality

of life)の向上を期待できる。企業にとっては、医療コストを削減しつつ、従業員に質の高い医療

サービスを提供することが可能となる。

(2) DMプログラムを実施する主体

上記のように、デイジーズ・マネジメントを行うことにより、保険者、医療プロバイダー、医

療サービスの利用者はそれぞれ利益を得ることになるが、DMプログラムに対して資金を投入し、

プログラムを実施する主体としては、保険者が中心となっている。

米国の民間健康保険における保険者には、株式会社や相互会社等の営利保険会社、ブルークロ

ス・ブルーシールド、非営利の会員制健康保険組織、医療プロバイダーが設立した健康保険事業、

自家保険を採用する企業(または企業グループ)等がある。各保険者は医療コストの増減によっ

て財政に影響を受け、それが利用者の保険料負担につながるため、医療コストの管理には直接的

に責任を負っている。これは、メディケア、メディケイド等の公的医療保障制度における医療コ

ストの支払い者である連邦や州の政府についても同様である。また、医療の質の面においても、

例えば民間の保険者であれば、提供する健康保険の保険料や担保内容、ネットワークを構築した

医療プロバイダーを通じて提供される医療サービスの質といった様々な要素によって利用者から

選別されるため、間接的に質の管理にも責任を負っている。

このように、各保険者は、医療サービスのコストと質を管理する責任を直接・間接的に負って

おり、そのことがDMプログラムを実施するインセンティブとなっている。

保険者以外では、医療プロバイダーが人頭払い等の前払い方式で医療コストの償還を受けてい

る場合においては、医療の質だけでなくコストについても責任を負うことになるため、 DMプロ

グラムを実施する主体となりうる。また、自家保険を運営していない企業においても、契約して

いる健康保険プランがDMプログラムを実施していないような場合には、 DMプログラムを自ら

実施することがある。

(3) DMサービスの提供者

保険者等がDMプログラムを実施する場合、患者集団の特定から継続的な再アセスメントに至

るディジーズ・マネジメントの全プロセスにわたって自前でプログラムを構築し、実施している

場合と、一部または全部のプロセスについて外部の事業者を利用する場合とがある。 DMプログ

ラムを全て自前で構築する場合には、ディジーズ・マネジメントを実施する者自身がDMサービ
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スの提供者だが、外部の事業者を利用する場合については、 DM会社や、製薬会社、医療機器会

社、検査会社等がDMサービスの提供者となる。このうち、 DM会社はDMサービスの提供その

ものをビジネスとし、製薬会社、医療機器会社、検査会社等は、自社の商品.サービスを医療プ

ロバイダー、保険者、患者に販売する際に、販売促進のための付加価値サービスとしてDMサー

ビスの提供等を行っている。

以上、米国のヘルスケア市場における各プレーヤーと、ディジーズ・マネジメントとの関係に

ついて述べたが、これらの関係を簡単に整理すると《図表7)のとおりである。

《図表7》各プレーヤーとディジーズ・マネジメントとの関係

インセンティブ-コスト削減

インセンティブ-医療の質、コスト削減(企業)

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

インセンティブ-医療の質

2. DM市場の現状

本節では、現在の米国におけるディジーズ・マネジメントの普及度、アウトソーシングビジネ

スとしてのDM市場の規模と成長性、ディジーズ・マネジメントの対象となる疾病種類の内訳等

を示し、 DM市場の現状について説明する。

(1)ディジーズ・マネジメントの普及度

①民間におけるディジーズ・マネジメントの普及度

AmericanAssociation of Health Plans (AAHP)による、健康保険プランにおけるディジーズ・

マネジメントの実施状況に関する調査結果40によると、糖尿病のDMプログラムを持つ健康保険

プランは全体の97%であり、以下、暗息(86.3%)、彰血性心不全(82.6%)、冠状動脈性心疾患

40 AAHPウェブサイト(visited Dec. 24, 2002) <http://www.aahp.org,/Content/NavigationMenu/

Inside AAHP仏AHP_Surveys/0 1_Industry_Survey_DM」D df.p d」>.
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(69.7%)等が続いている(《図表8》参照)0

《国表8》健康保険プランにおけるディジーズ・マネジメントの実施状況

0%　10%　　20%　　30%　　40%　　50%　　60%　　70%　　80%　　90%　100%

哲血性心不全

冠状動脈性心疾患

高リスクの妊産婦

(出典) AAHP調べ。

また、 《図表9》は、ヘルスケア業界の認証・教育を行う非営利組織であるURACが、健康保険

者等におけるケースマネジメント、ディジーズ・マネジメント、医療資源利用調査等の、医療サ

ービスを管理する活動の実施状況と将来の需要に関する予測について、アンケート調査を行った

結果を示したものである41。これによると、患者に対してケースマネジメントまたはディジーズ・

マネジメントを提供している保険者等は全体の90%であり、今後3年間に顧客のニーズが拡大す

ると考えている保険者等は全体の97%にのぼる。

これらのデータによると、大部分の保険者はディジーズ・マネジメントに関連する何らかの活

動を行っており、今後も需要の拡大にともない、さらにディジーズ・マネジメントが普及してい

くと考えられる。

4i URACは、ケースマネジメント、ディジーズ・マネジメント、医療資源利用調査等の活動を

`"MedicalManagement"と呼んでおり、このような活動を行う健康保険プラン、保険会社、自家保
険採用企業、自家保険の管理業務を代行する会社等を"Medical Management Organization"と呼
んでいる.

21



《図表9》保険者等による医療サービスを管理する活動の実施状況と将来需要の予測

活 動 の 種 類 現 在 実 施 して い る 今後 3 年 間 に需 要 が 拡 大

す る と考 え て い る

ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トま た は D M へ の 患 者 の 紹 介 9 0 % 9 7 %

退 院 計 画 8 0 % 9 6 %

患 者 の ケ ア 質 問 せ ず 9 5 ーo

イ ン ター ネ ッ ト等 を利 用 した 医療 資 源 利 用 調 査 18 % 9 4 ",.

電 話 によ るデ ィマ ン ド . マ ネ ジ メ ン ト42 1 7 % 7 9 %

処 方 等 の 事 前 承 認 3 3 % 7 4 %

給 付 の 決 定 4 6 % 7 0 %

医 療 機 器 利 用 の事 前 承 認 8 1 ーo 6 0 -o

医 療 サ ー ビス 利 用 中の 調 査 9 5 % 5 8 %

事 前 承 認 9 2 % 4 2 %

E R 利 用 の 事 後 的 調 査 ・10 "., 3 9 %

E R 利 用 の 事 前 承 認 また は利 用 中 の 調 査 2 1 ーo 2 4 %

"Trends and Practices in Medical Management: 2001 Industry Profile" (URAC, 2002)をもと

に損保ジャパン総合研究所作成。

②公的医療保障制度におけるディジーズ・マネジメントの普及度

米国における公的医療保障制度の主なものとしては、連邦政府による65歳以上の高齢者および

一定の障害を持つ者に対する医療保障制度であるメディケアと、低所得者を対象として連邦と州

が共同で運営する医療扶助制度であるメディケイド43がある。以下、これらの公的医療保障制度に

おけるディジーズ・マネジメントの実施状況について説明する。

A.メディケアにおけるディジーズ・マネジメント

メディケア受給者が給付を受ける方法としては、大きく分けて2つの方法がある。 1つは、従

来型のメディケアプラン(OriginalMedicare Plan)と呼ばれるものである。従来型のプランでは、

受給者が利用する医療機関は限定されておらず、利用したサービスに対するコストが連邦機関か

ら医療プロバイダーに償還される。もう1つはメディケア・プラス・チョイス(Medicare+Choice)

と呼ばれ、受給者が民間の健康保険プランに加入するものである。この場合、受給者が利用でき

る医療機関は、加入した健康保険プランの定める範囲に限定される場合があるが、通常は従来型

のプランに比べて給付の範囲が幅広く設定されている。また、メディケアプログラムと契約した

民間の健康保険プランは、連邦機関から前払いの医療コストを支給され、その財源から医療プロ

バイダーに対する償還を行う。

これら2つのプランのうち、メディケア・プラス・チョイスの場合には、民間の各健康保険プ

42看護師の電話相談等によって医療サービスの利用に対する患者の需要を管理すること。
43各州はそれぞれ独自のメディケイド・プログラムを運営し、連邦政府が設定したガイドライン

の範囲内で受給資格者や給付対象サービスの範囲を設定している。メディケイドの財源は連邦と
州が共同で負担する。
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ランのレベルで既にディジーズ・マネジメントが行われているが、従来型のメディケアプランに

おいては、現在ディジーズ・マネジメントは行われていない。しかし、今後ディジーズ・マネジ

メントを導入しようとする試みとして、 2003年から実験プロジェクトが開始されることが決定し

ており、メディケアにおけるディジーズ・マネジメントの普及拡大については、 「おそらく将来的

には、メディケアはDM業界におけるイノベーションを引き起こす最大の原動力となり、そのイ

ノベーションが情報技術や政策上のニーズとあいまって、全米のメディケア加入者という最大規

模の集団に対する働きかけを可能にするものと考えられる」との見方がある44。

以下、メディケアにおける実験プログラムの内容について説明する0

ア.制度的背景

2000年12　月　21日に成立した「2001会計年度の歳出配分承認に関する統合的法律

(ConsolidatedAppropriationsAct2001) 45」の下に制定された法律の一つに、 「メディケア、メ

ディケイドおよび州の児童健康保険プログラムにおける給付の改善・保護に関する法律(Medicare,

Medicaid, and SCHIP Bene丘ts Improvement and ProtectionAct of2000.以下「BIPA法」とす

る)」がある。同法では、厚生省長官が、進行期の彰血性心不全、糖尿病または冠状動脈性心疾患

と診断されたメディケア受給者を対象として、ディジーズ・マネジメントを取り入れることがコ

ストと健康上のアウトカムにどのような影響を与えるかについて実験するプロジェクト(以下「実

験プロジェクト」とする)を行うことを義務づけている。

ィ.実験プロジェクトに参加するメディケア受給者と給付内容

メディケア受給者は、以下の3つの条件を満たす場合に限り、実験プロジェクトに参加する資

格を有する。実験プロジェクトへの加入者数は最大30,000人に制限されている。

・その受給者は、病気であると適切に診断されたこと、および病気が進行期にあることを実証す

るための特定の医学的基準に合致している。

・その受給者を担当する医師が、参加を承認している。

・その受給者は、メディケア・プラス・チョイスに加入していない。

また、実験プロジェクトに参加するメディケア受給者は以下の2つの給付を受ける資格を得る。

各参加者が躍患している慢性疾患に応じたDMサービス

実験プロジェクトで相応のコスト分担を定めた場合を除き、処方等薬に要するコストの全額に

相当する額を給付(その処方等薬が慢性疾患に関係するものであるかどうかを問わない)

ウ.実験プロジェクトに参加するDM会社

BIPA法の121条によれば、実験プロジェクトの実行に際して厚生省長官が契約することがで

きるDM会社は3社までと制限されている。厚生省長官と契約して実験プロジェクトに参加する

DM会社は、 DMサービスの提供に加えて、前述した処方等薬のコストを担保する。再保険会社

44以下の文献において、 QMed社のRobertMosby氏により示された見方である"Disease
Management: Outcomes, Strategies, Outlook", Atlantic Information Services, Inc., 2002, p.27.
ォPub. L. No. 106-554, 114 Stat. 2763 (2000).
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等との適切な契約を通じて、実験プロジェクトによりメディケアプログラムにおける費用の正味

削減を保証しなければならない。

米国厚生省のCentersforMedicare &MedicaidServices (以下「CMS」とする)は、 2002年

2月の連邦官報46を通じて、実験プロジェクトに参加を希望するDM会社の募集を開始した。その

後、 2002年10月に報じられた内容47によれば、 cMSは実験プロジェクトにおけるDMプログラ

ムの提供にあたり、 DM会社の1つであるQMed社、健康保険プラン等を提供するPacifiCare

Health Systems社とその子会社のPBMであるPrescription Solutions社、および医療関連の技

術を提供するAlere Medical社を、パートナーとして選定した。このプログラムは、夢血性心不

全を患っている15,000人のメディケア受給者を対象としており、 2003年にも開始される予定で

Il"'こ)..

B.メディケイドにおけるディジーズ・マネジメント

メディケイドにおいては、州が民間の健康保険プランと契約して人頭払い等によるマネジドケ

ア型の給付を実施している場合があり、この場合には、従来から各健康保険プランにおいてディ

ジーズ・マネジメントが提供されてきたが、最近では、州が出来高払いで給付するサービスにお

いても、 DMプログラムの実施が開始されている。 《図表10)は、民間の健康保険プランを通じて

ディジーズ・マネジメントが提供されている場合を除き、州が独自にDMプログラムを持ってい

る場合について、疾病別に整理したものである。これによると、糖尿病(8州)、暗息(5州)を

中心として、全米50州およびコロンビア特別区のうち、DMプログラムを持つ州は13州に上る。

《図表10》メディケイドにおけるディジーズ・マネジメントの取り組み

疾病等 の種類 D M プ ログ ラムを持つ州

糖尿病 カ リフォルニア、 フロリダ、イ ンデ ィアナ、 ミシシ ッピ、ネバダ、

サウス . カ ロライナ、バー ジニア、 ウエス ト . バー ジニア

暗息 アーカ ンソー、カ リフォルニ ア、 フロ リダ、オ クラホマ、バージニア

H IⅤ′A ID S カ リフ ォルニア、 フロ リダ、ニ ュー . メキ シコ

高血圧 ミシシ ッピ、バー ジニ ア

メンタルヘル ス、彰病 カ リフォルニア、バー ジニ ア

高 コス ト医療 ア ラスカ、 ワイオ ミング

抗凝固療法 ミシシ ッピ

抗生物質療 法 アーカ ンソー

彰血性心不全 フ ロリダ

血友病 フ ロリダ

鎌状細胞 サウス . カ ロライナ

(出典) NationalAcademy for State Health Policy調べ(2001年)0

46 67 Fed. Reg. 8,267 (2002).
47 `'The Centers for Medicare & Medicaid Services Selects PacinCare, Prescription Solutions,

QMed andAlere to Participate in Landmark Disease Management Demonstration , Business
Wire, Oct. 23, 2002.
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(2) DM市場の規模と成長性

DM市場の規模は、保険者等が自らDMプログラムを構築している場合もあるため、全体とし

ての規模は不明である。このため、ここではアウトソーシングビジネスとしてのDM市場の規模

」-ic--r。

DMプログラムを実施する保険者等に対するコンサルティングを行っているDMPCによると、

DM会社等が得る収入ベースで見たDM市場の規模は、 1997年にはr,300万ドルから、 2001年

には4億2,500万ドルとなり、 2002年には5億6,300万ドルに成長すると予測している。また、

近年の成長率は毎年30%以上であり、 DM市場が急速に拡大してきたことがわかる(《図表11》

-;-Hi"n-.

《図表11》　DM市場規模の推移
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(出典) AI Lewis, "Disease Management: Outcomes, Strategies, Outlook", Atlantic Information

Services, Inc., 2002をもとに、損保ジャパン総合研究所作成。

DMPCによる今後の成長予測によると、 2003年には、これまでと同様に市場が急速に拡大する

ことを見込んでいるが、 2004年以降については、大規模な健康保険プランの多くでDMプログラ

ムが実施されており、新たな成長性が見込める市場ではまだ機が熟していないため、 DM業界に

とっては厳しい年になる可能性があるとしている48。

なお、 DM市場の潜在的な市場規模について、経営コンサルティング会社のBCG社は100億

ドルと予測しているのに対し49、 DMPCは最大でも40億ドル程度と予測している50。予測値には

奉離があるものの、これらの予測は2002年における市場規模の約7倍から約18倍に相当する数

字であり、今後も大きな成長が見込まれていることに変わりはない。

48 AI Lewis, `'Disease Management: Outcomes, Strategies, Outlook", Atlantic Information
Services, Inc., 2002, p.4

49 2010年における市場規模の予測値　DMAA3rdAnnualLeadership Forum (2001年10月)
における同社の講演資料に基づく。

50 "Due Diligence Report", DMPC, 2000, p.5
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(3)ディジーズ・マネジメントの対象となる疾病

(図表12》は、 DM会社の売上における疾病別の割合について1997年と2001年を対比したも

のである。これによると、 1997年には、妊産婦・新生児医療(39%)、暗息(19%)、心臓病(19%)、

ガン(17%)の4種類の疾病が大部分を占めていた　2001年には、 1997年時点では低い割合で

あった糖尿病、末期腎不全、希少疾病の割合がそれぞれ増加し、また、 1997年時点では対象とな

っていなかった新たな疾病として「その他」の割合24%を占めるに至っている。このデータから、

上述した市場規模の拡大とともに、ディジーズ・マネジメントの対象となる疾病の種類も増加し

ていることがわかる。

《図表12》ディジーズ・マネジメントの対象疾病

雷鳴息

■糖尿病

■心臓病

ロガン

臼末期腎不全

口稀な疾病

■妊産婦/新生児

口その他

0%　　　20%　　　40%　　　60%　　　80%　　1 00%

(出典) `vSDiseaseManagementIndustry Overview", DMPC, 2002をもとに、損保ジャパン

総合研究所作成。
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第日章　ディジーズ・マネジメントの手法と効果

本章では、ディジーズ・マネジメントの実際のプロセスを概観する。第1節ではDMプログラ

ムの基本的プロセスを段階ごとに説明する。

第2節ではDMプログラムが提供されている疾病の種類について説明し、さらに糖尿病と腎臓

病を取り上げ、個別の疾病種類における具体的なDMプログラムのプロセスの内容を説明する。

1. DMプログラムの基本的プロセス

(1 )基本的プロセス(Core Process)

多くの疾病を見ると、全体の人数の20%の人々に全体の医療コストの80%がかかっているとい

った状況が見られる51。ディジーズ・マネジメントはこういった多くの医療資源を必要とする(あ

るいは将来そうなる可能性の高い)集団を特定し、そのようなハイリスク集団に対して教育を含

めた働きかけを行なうことにより、患者QOl」の向上と医療資源利用の効率化を図るものであり、

その基本的なプロセスは(図表13》 (16ページ(図表6》の再掲)のような一連のサイクルとし

て表すことができる。

《図表13》 DMプログラムの基本的プロセス

(継続的な再アセスメント)

Continuous Reassessment

(患者集団の特定)　　(アセスメント)　　　　(階層化)　　　　　(働きかけ)

(出典)損保ジャパン総合研究所作成0 16ページ《図表6》の再掲。

デイジーズ・マネジメントの実際の適用段階は、 「対象とする患者集団を特定した上で、アセス

メントを経て階層化し、各階層に要する働きかけを行う。働きかけの効果を把握し(効果測定)、

その結果(患者の状況変化)にあわせて、アセスメント・階層化を見直し、働きかけ方を調整し

ていく」というサイクルで行なわれている。本章ではこの基本的プロセスを構成する各コア・プ

ロセスについて次項以下で順次説明する。

ディジーズ・マネジメントは、各種の能力を必要とする複雑な活動であり、患者に対する最適

なケアの管理に関する専門家による科学的で臨床的な知識が必要とされる。信頼のおける科学的

な情報と専門家の臨床上の判断に基づいた診療ガイドラインはデイジーズ・マネジメントにおけ

る有用なツールである52。

51 John H. Eichert, Herbert Wong, PhD, and David R. Smith, MD The DiseaseManagement

Development Process , in `Disease Management -A SystemsApproach to Improlnng Patient
Outcomes", p.41 (Warren E. Todd & David B. Nash eds., JosseyBass Inc., 1997).
52 John T.Kelly, David B.Bernard "Clinical Practice Guidelines: Foundation for Effective Disease

Management , in 'Disease Management -A SystemsApproach to Improving Patient
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また、 DM導入後のアウトカム(患者行動の変容、臨床指標、医療コスト等)を把握した結果

や医学その他の科学技術の進歩を常に取り入れて、次項以降で説明する各コア・プロセスで実施

される活動の内容((図表14》参照)も不断に改善されつつ運営されていくことも重要な側面で

あると言われている53。

《図表14》ディジーズ・マネジメントの基本プロセスと主な活動

(継続的な再アセスメント)

Continuous Reassessment

(点者集団の特定)　　(アセスメント)　　　　(階層化)　　　　　(働きかけ)

紹介情報
・主治医から
・保険者から
・家族から
経年データ
・保険請求履歴
・薬剤費請求履歴
・診療記録
・臨床検査結果
自己申告データ
・臨床検査結果
・服用している薬剤
・診断内容
・相談記録
蝣SF-36

予測モデル

・家庭への訪問

・電話による聴取
・賞閏表の郵送
・オンラインでの収集
・来所面談による聴取

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

HLlm旧mi
・予測モデル

医師へ

・エビデンス情報の提供
・結果の共有
・ベストプラクティスの共有
・患者情報のフイ-ドバック

患者へ
・家庭への訪問

EH冒

・受信
・発信

・測定機器
・オンラインでの働きかけ
・教室での措辞
・教育資材の郵送

財政面

・医療資源の利用状況
IilH
医療面
・コンプライアンス

・臨床権査結果
蝣QOL

満足度
・患者
・医師.医療梯関
第三者による評価

(2)患者集団の特定(Identification)

最初に実施されるプロセスが患者集団の特定(Identi丘cation)というプロセスであり、これは

ある集団の構成員の中からDMプログラムの対象とすべき者を特定する作業である(《図表15か

参照)。これは、ある集団の構成員に関する各種のデータを統計的に分析するデータマイニングの

手法により作成された予測モデルを用いて行われる。

Outcomes", p.157 (Warren E. Todd & David B. Nash eds., JosseyBass Inc., 1997).

53 John H.Eichert, Herbert Wong.David R.Smith "The Disease Management Development
Process", in Disease Management -A Systems Approach to Improving Patient Outcomes , p.27
(Warren E. Todd & David B. Nash eds., Jossey-Bass Inc., 1997).
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《図表15》患者集団特定のイメージ

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

患者集団の特定のために主として使われる情報は以下の通りである。

①紹介者からの情報

ある集団の構成員について、その主治医、相談サービス等で情報を入手した保険者、または家

族から提供された情報を対象者の特定に利用することがある。

②経年データ

保険請求履歴、薬剤費請求履歴、診療記録、臨床検査結果等の経年データが利用される。

③自己申告データ

ある集団の構成員から、臨床検査結果、服用している薬剤、診断内容、医療従事者への相談の

記録(Encounters)、 SF-3654のような問診内容等が自己申告されている場合には、それらも参考

f"."'サ"¥'.、

(3)アセスメント(Assessment)

次に行われるプロセスがアセスメント(Assessment)であり、特定された対象集団内の一人一

人の状況を更に詳しく把握するための情報が収集される。情報収集は、以下のような多様な方法

によって行われる。

・訪問:直接対象者の家庭を訪問する方式

・電話:電話を使って、本人・家族にコンタクトする方式

・質問表の郵送:所定のアンケート用紙を郵送・回収するケース方式

・オンラインでの収集:インターネット等の通信機器を使って回答を収集する方式

・来所面談による聴取:管理対象者に健康相談室等へ来てもらい面談する方式

54医療のアウトカムを図るテストのうちQOLの測定手法として米国において一般的なもの(質

問票に回答を行う形式) 。詳細については<http://www.sf-36.org>(visited Mar. 27, 2003)を参照。
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(4)階層化(Stratification)

階層化(Strati丘cation)のプロセスでは、収集された情報、医療専門家の知見、および予測モ

デルを用いてDMプログラム対象者のリスクが判断され、リスクの大きさに応じて階層化される

(《図表16》参照)。その目的は、リスクの大きさ(すなわち、階層)によって働きかけの内容や

頻度を調整し、資源の効率的な集中投下を図ることにある。

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

(5)働きかけ(Intervention)

階層化の結果に従い、働きかけ(Intervention)を行うのが次のプロセスである。実施される働

きかけの内容や頻度は階層レベルにより使い分けている。働きかけには、患者への働きかけと医

師、病院等の医療プロバイダーへの働きかけの2つがある。

①患者への働きかけ

働きかけの目的は、患者教育等を通じて患者の日常生活において患者が自分の疾病の進行を防

ぎ、健康を維持するために望ましい行動を選択するよう患者を支援すること(患者のエンパワメ

ントを図ること)である。

例えば、医師と接している時間だけでは患者の理解が充分には行き届かない場合、 DMプログ

ラムで患者教育の働きかけを行い、患者の理解を促進することによって、患者が日常生活におい

て適切な行動判断ができるようになれば、治療の効果が確実に得られ、QOLの向上が期待できる。

働きかけの手段についても多様な方法(およびそれらの組み合わせ)が取られている。

A.訪問

訪問看護師による家庭訪問により、治療用具の取扱い、測定用具の取扱い、生活上の指導等を

行う。看護師は、訪問により対象患者を取り巻く環境、家族構成などより詳細な情報を入手でき、

その後の療養指導に生かすことができるようになる。

B. .li.irt

経験の豊富な看護師等のスタッフを常駐させているコールセンターから、電話の発信と受信を

行う。発信(コールセンターから患者への電話)は、患者の病状を定期的にチェックするための

モニタリングを目的として行われる。また、患者やその家族は、症状の急激な変化があった場合

における対処の仕方、医師からの指示、および薬の用い方等について、いつでもコールセンター

へ電話して相談することが出来る。
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C.測定機器

患者に自分で病状を測定できる装置を貸与し、患者が自らの病状をチェックする。糖尿病にお

ける血糖値の測定機器、暗息におけるピークフローメーター等がこれに該当するふ　自己測定によ

って警戒を要する数値が出た場合には、その対処方法(コールセンターへの電話連絡、主治医へ

の連絡等)が患者に指示される。

D.オンライン

インターネットを用いて当該疾病に関するトピックや季節ごとの注意事項、患者教室の案内な

どが患者に送付されるO患者へはメールマガジン方式で送られる。さらに患者はWeb上で自分の

コンプライアンスの状況等の履歴データを閲覧することが可能となっている。また、オンライン

は検査データの送受信についても重要な役割を果たしている。

その他、患者教育のための教室の開催、教材の郵送といった方法も状況に合わせ使われている。

②医師への働きかけ

個々の患者に対する治療効果を上げるための働きかけと同時に、その患者の主治医に対する働

きかけも行われる。患者への対応のための関係者の協力体制作りという重要な機能で、主として

下記の通り、医学情報の提供と患者情報の共有が中心となっている。

A.エビデンス情報の提供

EBMの実践において必要となるデータの収集は、個々の医師や医療機関にとっては手間がかか

る。また各種学会等が公表するガイドラインは数も多く、しばしば改訂される。そのためDMプ

ログラムの運営主体(DM会社等)は対象疾病についての情報を広く収集しEBMを実践する上

での最新情報を医師や医療機関に提供しているO

B.ベスト・プラクティスの共有

DMプログラムの運営主体は当該疾病の治療に関するあらゆるデータを集め、それを当該分野

において権威のある専門家により組織された委員会において吟味し、治療にあたってのガイドラ

イン、ケア基準を作成している。その時点で考えられるベスト・プラクティスに関する情報を関

係者(患者、プライマリケア医、 DM会社等)が共有することにより、質の高いケアが効率的に

提供されることを目指している。

C.患者情報のフィードバック

DMプログラムの運営主体は患者と常に連絡を取れる状況にあり、常に患者の健康状態をウォ

ッチしているので、患者の健康状態の現状や推移に関するデータが集積されていく。医師はこの

情報のフィードバックを受けることより、通常の通院受診時点の記録に加え、日常の変化が把握

できるので、治療方針確認・検証に役立てることができる。

D.アウトカムの共有

患者集団に対する働きかけの結果について医師との間で情報を共有する。
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(6)効果測定(Measureme[ts)

働きかけの効果は下記のように多面的に測定される。測定結果を自ら評価し、サービス改善に

つなげていくことも重要であるし、また、測定結果を学識経験者等第三者に評価してもらい、そ

の論文が専門誌に掲載されることにより、DMプログラムの優秀さをアピールする素材にもなる。

・医療面の評価:コンプライアンス、臨床検査結果

・経済的評価:医療コストの削減状況,医療機関の利用状況、コスト

・満足度評価:患者満足度、医師・医療機関満足度

(7)継続的な再アセスメント(Continuous Reassessment)

効果測定の結果を受けて、再度アセスメントを行うというのが最後のプロセスである。ここで

は最後のプロセスと書いたが、再度アセスメントし、その結果により、階層レベル変更の要否を

検討し、働きかけの内容と頻度を調整するというサイクルで運用される。この継続的に再アセス

メントがなされる点がディジーズ・マネジメントの基本的プロセスにおける大きな特徴となって

いる。

継続的な再アセスメントには2つの面がある。一つは患者個人について働きかけの効果測定に

基づいて当該患者の階層を見直すという意味での再アセスメントであり、もう一つがプロセス自

体のパフォーマンスを定期的に検証して改善をしていくという再アセスメントである。その2つ

の面の詳細は次のとおりである。

①患者個人の継続的な再アセスメント

個人の各種データに基づいて働きかけの効果を測定したところ,当該患者の健康状態から判断

して現在その患者が属している階層に対応する働きかけの内容・頻度では適当ではないという事

態が発生しうる。この場合には効果測定の結果に基づき、再アセスメントそして再階層化を行い、

当該患者の現在の健康状態によりふさわしい働きかけの内容・頻度に調整していくことになる。

②プロセス自体の継続的な再アセスメント

DMプロセス自体の定期的な再アセスメントは、その品質を常に改善するために不可欠なもの

であると一般に認識されている。診断技術や治療技術の進歩は目覚しいので、常にガイドライン

やプログラムの内容を最新の内容に改定しつづけることが求められる。また、 DMプログラムを

実際に適用した効果(結果)についても、他プログラムの結果や全米、当該地方、地域の数値等

と専門家による委員会で比較検討・吟味され、プログラムの内容が改定される。

2,疾病種類ごとのディジーズ・マネジメントの手法

(1)ディジーズ・マネジメントが提供されている疾病の種類

DMプログラムは多くの疾病に対して実施されている。ディジーズ・マネジメントを事業とし

て取組んでいるケースでは、比較的短期に働きかけの効果が現れると期待されるもの、対象患者

が多数存在するものがよく取り上げられる。このことから糖尿病、暗息、心疾患等を対象とする

プログラムの数は多い。

一般的にDMプログラムが提供されている疾病は、糖尿病、冠状動脈性心疾患、欝血性心不全、

暗息、慢性閉塞性肺疾患、ガン、背側下部の痛み、関節炎、慢性的な痛み、伝染病、彰病、精神
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保健、妊産婦医療、希少疾病等である。

(2)糖尿病におけるディジーズ・マネジメント

①米国における糖尿病

糖尿病は慢性疾患の中でも患者数が多く、また症状が悪化した場合や合併症を併発した場合に

医療コストが高額となる疾病である。全米では患者数約1,700万人と推定されているが、糖尿病

の診断を受けているのは1,110万人でV残り約3分の1にあたる590万人については糖尿病の診

断も受けていないと言われている55_　　年間に新たに糖尿病と診断される人は約100万人と推計

されている56。

糖尿病に起因する社会的なコストとして、入院医療費、通院医療費、処方薬剤費用、在宅ケア

のコスト等の直接的コストに加え、欠勤や労働能力の喪失といった間接的コストも考え合わせる

と莫大は金額になる1997年の米国での調査57によると、糖尿病による米国全体におけるコスト

は直接的コスト44. 1億ドル、間接的コスト54. 1億ドル、合計約100億ドルと推定されている。

②糖尿病における具体的な介入手法例とその効果

DM業界のリーダー会社であり、株式が公開されている最大のDM組織であるAmerican

Healthways社(本章では、以下「AMHC社」とする)の事例を紹介する58。

2000年に米国中西部のある州で約80万人(メディケア・プラス・チョイスの加入者も含む)

の加入者を擁する健康保険プランに同社の「包括的糖尿病マネジメント・プログラム

(comprehensive diabetes disease management program) 」を提供した事例である。

A.患者集団の特定

過去の薬剤給付、医療給付の請求データを精査し、糖尿病を持つヘルスプラン加入者を特定し

た(AMHC社と当該ヘルスプランとの契約条件に従い)特定された対象者に対してオプトアウ

ト方式59でプログラムが提供された。プログラム不参加表明者は3%で、ほぼ全ての対象者がプロ

グラムに参加した。

B.アセスメント

初回の階層化のために次のデータが集められた。

・対象者個人およびプライマリケア医から提供された生活習慣・行動に関するデータ

・保険者から提供された健康状態に関する情報および医療資源利用パターン

55 Centers for Disease Control and Preventionウェブサイト(visited April 8, 2003 )

<http ://www.cdc. gov/diabete s!pubs/e stimates.htm>.
56Id.

57 American Diabetes Association.Economic consequences of diabetes mellitus in the US in

1997.Diabetes Care.1998, Vol. 21, No. 2, p.296-309.

58 Clarke, et al. "E帽Iuation ofa Comprehensive Diabetes Disease Management Program-

Progress m the Struggle for Sustained Behavior Change"Disease Management 2002, Vol. 5,

No. 2, p.77-86.

59オプトアウト方式とは、特定された対象者が(特に不参加を表明しない限り)自動的にプログ
ラムに参加する方式のこと。一方、対象者に参加を募る方式はオプトイン方式と呼ばれる。
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C.階層化

AMHC社の「4層階層化モデル(four-tiered population stratification model)」を使用して、

プログラム参加者が適切な内容および頻度の働きかけが受けられるよう4層に階層化した。

・第1層- 3% (その時点では有意なリスク指標をもっていない層)

・第2層-40%

・第3層-47%

・第4層-10% (健康状態に悪影響を与えている厳しい健康上もしくは生活習慣上の問題を持

っている層)

この階層化で各参加者に割り振られた層区分はプログラム実施中固定的に取り扱われるもので

はなく、新しい情報が加わったり、参加者の健康状態の変化に合わせて再計算され、層区分が変

化した参加者については、新しい層区分に応じた内容・頻度の働きかけに切り替えられる。

D.働きかけ

AMHC社のプログラムは米国糖尿病協会(American Diabetes Association :以下「ADA」と

する)のガイドラインに基づいており、その中核的な内容はADAのケア基準が中心となっている。

参加者とのやり取りには下記のようなものがある。

・案内状と導入キットの送付(階層レベルを問わず全参加者に送付)

AMHC社から参加者への計画的な電話による指導(「CareCalls」と呼ぶ)の実施

・参加者からAMHC社へのホットラインの開設

・定期的なリマインダー・カードおよびニュースレターの送付

・参加者のプライマリケア医との並行的コミュニケーションの実施(例:参加者への送付と同時

に案内状、導入キット、ケア基準に関する通知を送る。)

「Care Calls」の頻度は、階層区分および各参加者の必要度に応じて3か月に1回から毎日1

回まで多様である。

このプログラムでは、 (有意なリスク指標を持っていないと区分された)第1層の人を除く全参

加者を対象としており、ポジティブな行動への変容に向けたプランを決めることに焦点を当て、

セルフケアの目標について参加者と合意を築いていくことを特徴としている。参加者との合意は、

電話でのやり取りの中で(計画された一連の「Care Calls」で提供される個人個人に合わせた教

育や指示・擁護、プライマリケア医の治療計画に対するサポートが助けとなり)築かれていく。

重篤な場合は、その特定の問題点に絞ったアセスメントと働きかけに焦点を絞った電話のやり取

りになる。電話によるやり取りの内容・頻度はAMHC社の開発した階層化プロトコルに従って決

められる。さし迫った状況の場合等では適時、医師に連絡が取られる0

「Care Calls」を効果的に行うための最も重要な点は、 AMHC社の看護師と参加者の間の信頼

関係の構築と維持である。

E.効果測定および継続的な再評価

効果測定および継続的な再評価には2つのレベルが考えられる。

一つは、個々の参加者に対する働きかけの効果を測定し、再評価するものである。参加者に対
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応する看護師は、個々の参加者との電話でのやり取りの状況により、説明内容を変えたりスケジ

ュールを調整する.電話の結果、新しく把握された情報があれば再度階層化を行い、区分が変更

になれば働きかけの内容・頻度を変更する。

もう一つは、 DMプログラム全体について効果を測定し、再評価するものである. AMHC社の

プログラムは、 「看護師(および加入者ごとのAMHC社のケア・チームを構成する他の補助的ヘ

ルス関連専門職)が定期的に行なうパーソナル・コンタクトが、参加者が自分で食事療法を管理

したり、血中ブドウ糖・コレステロールの目標を達成したり、合併症の発生率を下げたり、合併

症の進行を遅らせるために必要な行動を一般的には促進していくことの助けになる」という仮説

を前提としている。また、その仮説に基づき、同社のプログラムでは、参加者のポジティブな行

動、姿勢、スキルおよび知識を強化することを最優先の目標としている。参加者が療養に関する

指示や不可欠な生活習慣の変容に忠実であることにより、望ましい臨床的アウトカムがもたらさ

れ、結果的に望ましい経済的アウトカムを得ることが期待されているのであるが、その効果のほ

どはどうであったのかを測定し、その結果を受けて、プログラムそのものをより効果的・効率的

なものに改良していくことが継続的に行われる。以下、上記プログラムの効果測定結果の概要を

説明する。

ア.行動の変容

参加者を電話回数により5グループ(1回、 2回、 3-5回、 6-8回、 9回以上)に分け、各グ

ループ約150人、計748人のランダムサンプルから電話による聞き取り調査を実施した。行動が

変容したかどうかの10個の質問に対して、 「全く改善しなかった」 「多少なりとも改善した」 「そ

こそこ改善した」 「とても改善した」のどれに該当するかを聞いた。聞き取り結果は、 《図表17》

のとおりで、概ねどの質問に対しても、大半の人が「改善した」と肯定的に評価している。

なお、サンプルの性別・年齢別・階層区分別分布が参加者全体の分布とほぼ同じであることは

確認されている。

35



《国表17》プログラム参加者への聞き取り調査結果

質 問 内容
有 効 回 答 総

アンケー トの 回答 内 容 改 善 したと答

えた 人 の 割 合全 く改 善 せ 多少 な りとも そ こそ こ とて も

(0) (1) (2) (3 ) (4) (2+ 3+ 4)7 0)

1.食 習 慣 は 改 善 した か 697 9 5 35 2 160 9 0 86 .3 71*̀

2 .服 薬 状 況 は 改 善 した か 708 105 25 6 175 1 72 85.17%

3 .運 動 量 は 増 えた か 720 1 11 324 196 8 9 84 .5 8%

4 .身 体 の 状 態 に つい ての 話 し合 い は増 えた か 738 8 6 27 1 237 14 4 88.3 5%

5▼煙 草 を止 め たか 、減 らせ たか 207 7 2 5 8 4 7 3 0 65 .2 2%

6 .飲 酒 を止 め たか 、減 らせ たか 156 40 5 6 3 9 2 1 74ー3 6%

7 .医 師 の 指 示 す る検 査 の 受診 率 は 向上 した か 733 4 5 250 279 15 9 93.8 6%

8 .治 療 の 成 果 に もつと注 意 を払 うようになった か 740 4 6 220 232 24 2 93.7 8%

9.予 防 的 健 康 サ ー ビス の 利 用 は 増え たか 737 80 260 242 15 5 89.15%

10.身 体 の子 を心 配 す ることが減 つたか 7 12 13 1 273 197 1 11 8 .60 %

(注)有効回答総数が質問項目によって異なるのは、 「もともと煙草を吸っていないのでこの質

問には当てはまらない」 「わからない」と答えた人を除外しているためである。

(出典) Clarke, et al. "Evaluation ofa Comprehensi摺Diabetes Disease Management

Program: Progress in the Struggle for Sustained Beha ldor Ciゐange Disease

Management 2002, Vol. 5, No. 2, p.77-86.

上記の聞き取り調査では、 「医師の指示する検査の受診率は向上したか」との質問に93%を超

える人が「向上した」と回答している。参加者全体でみても、 《図表18)のとおり、 HbAlc、 LDL

コレステロール、糖尿病性網膜症、糖尿病性腎症の検査については、受診者実数・割合とも格段

に増加している。

《図表18》検査受診者・受診割合の変化

HbAlc 1回以上
HbAic 2回以上
LDL

DRE

Microalb.

B ase ine n =

(199 9) 2 ,98 2

人 数 割 合

1,5 8 1 53 .0%

755 25 .3%

1,0 56 3 5 .4%

5 23 7 .5%

3 99 3 .4%

初 年 度 n =

(6/ 00ー5 /0 1) 3 ,144

人数 割 合

2,4 4 1 7 7.C

1▼54 7 49 .2%

1,980 63 .0%

73 5 23 .4%

99 3 3 1.6%

いずれも有意水準0.1%で有意差が認められる。

(出典) Clarke, et al. "Evaluation ofa Comprehensive Diabetes Disease Management

Program 'Progress in the Struggle for Sustained Beha vior Change Disease

Management 2002, Vol. 5, No. 2, p.77-86.

ィ.医療コストへの効果

短期(プログラム導入の初年度)ではあるが、プログラム参加者に対する医療コストは1999年

の1人1月平均559.44ドルから、調査期間では同503.07ドルへ10.1%の減少が見られた。ちな

みに、同期間、当該ヘルスプランの加入者(非糖尿病者)の医療コストは21.2%増加した。

(3)腎臓病におけるティジ-ズ・マネジメント

以下は、 Nephrology News & Issues (2001年4月)の記事において紹介された、米国のDM
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会社の1つであるOptimalRenal Care社(以下「ORC社」とする)の末期腎不全(ESRD)に

至る前段階(pre-ESRD)の患者向けケア・マネジメント・プログラム(以下「pre-ESRDプログ

ラム」とする)の内容である60。

①pre-ESRDプログラムの日的

pre-ESRDプログラムは、 pre-ESRDの患者(腎機能の低下が見られるものの、まだ透析の必

要な状態には至っていない患者)を特定し、治療と教育を通じた介入によりESRDへの移行を遅

らせ、 ESRDが不可避の状態になった場合、置換療法(血管透析や腹膜透析)への移行を円滑に

行えるようにすることを目的とする。

(塾pre-ESRDプログラムのメンバー

pre-ESRDプログラムは、以下のメンバーによって運営される。

・腎臓病の専門医

・ケースマネジャー(正看護師)

・透析アクセスコーディネーター(正看護師)

・移植コーディネーター(正看護師)

・ソーシャルワーカー

・栄養士

・薬剤師

⑨pre-ESRDプログラムのプロセス

A.患者集団の特定

クレアチニンのレベルが3以上に上昇した患者について、専門医がその患者のカルテを再調査

する。患者が慢性腎不全と診断された場合に、専門医はプライマリケア医に、診断に必要な検査・

治療のために、その患者を紹介してもらうよう促す。

患者は専門医に紹介されることによってpre-ESRDプログラムに加入する。この段階では、

preESRDプログラムはプライマリケア医と患者のためのコンサルタントとして機能する。 ORC

社と契約している専門医は、プライマリケア医に対して、慢性腎不全に関する現職研修を行う。

そしてpre-ESRDの患者に対する治療プロトコルが構築され、プライマリケア医の間で共有され

ることにより、個々の慢性腎不全患者に特有の医療上の問題に対処できるようにする。

pre-ESRDプログラムのソーシャルワーカーは、プログラムに加入後の患者の状態に関する電

子カルテを作成する。患者の検査結果に基づき、糸球体ろ過量(以下「GFR」とする)が計算さ

れる。計算結果をチャート化したものがpre-ESRDプログラムのメンバー(栄養士、薬剤師、血

管透析アクセスコーディネーター)に転送される。 GFRが50以下であれば、このチャートが専

門医やプライマリケア医にも転送される。

60 Melodi Licht et al., "Does Pre-Dialysis Care Management Reap Rewards for Patients, Renal
Sta耳andPayers? , Nephrology News & Issues, Apr 2001.
なおORC社は1998年にオレゴン州で、また1999年にハワイ州でpre-ESRDプログラムを実

施したが、上記の記事で紹介されたのは、オレゴン州におけるpre-ESRDプログラムの事例であ
る。
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B.階層化

pre-ESRDの患者集団は、医学的状態や心理社会的要因により、高リスク、低リスクという2

つの層のいずれかに割り当てられることとなる。

ア.高リスク層

一般に、 GFRが30未満の患者が高リスク層に属することとなるが、糖尿病や高血圧が放置さ

れたままであったり、多数の病気を併発していたり、栄養不足(アルブミンが3.5未満、体重が

理想体重の90%未満等)であったりする場合も高リスクと見なされることがある。一方、高リス

クと見なされる心理社会的行動には、薬物治療・食事制限・治療計画・診療予約日時を遵守しな

いこと等が含まれる。

ィ.低リスク層

症状が安定し、 GFRが30を超える患者が低リスク層に属することとなる。慢性疾患と積極的

に調和を図っていることが、低リスク層の患者の特徴である。

pre-ESRDプログラムのソーシャルワーカーは、このようなリスクの階層化を通じて、プログ

ラム実行チームの様々なメンバーによる働きかけが緊急に必要であるかどうかを判断する。例え

ば、 GFRが低い患者が紹介されてきたら、直ちに電話をしてpre-ESRDプログラムについて説明

し、腎臓病に関する講習を受講するように仕向けることとなる。そのような患者については透析

アクセスコーディネーターにも通知がなされ、また患者が栄養失調であれば、栄養士へも紹介が

なされることになる。一方GFRが高く症状の安定した患者の場合には、 pre-ESRDプログラムの

説明と講習の案内を盛り込んだ手紙が送付されるのみとなる。

C.働きかけ

ア.患者教育とエンパワメント

患者はORC社が提供する腎臓病治療に関する講習に出席するよう強く促される。講習では、血

圧のコントロール、食事制限、運動、薬物治療および血糖値のコントロールを通じて、腎臓病の

進行をいかにして防止するかという点が重視されている。

講習への出席状況は監視されており、 2ケ月間欠席していた患者に対してはpre-ESRDプログ

ラムのソーシャルワーカーがコンタクトして欠席の理由についてアセスメントし、問題の解決を

図る。

ィ.ケアの調整と予防的管理

pre-ESRDプログラムに加入している患者に対して行われる継続的モニタリングの頻度につい

ては、前述したリスクの階層化に基づいて決定される。患者のクレアチニンが上昇するか、 GFR

が30を下回った場合には、定期的に(時には毎週)モニタリングを行うことにより、適時な患者

教育、治療法の決定を確実に行えるようにする。患者が病気の進行に対して十分に理解し、適時

に医療上の介入がなされるよう、透析に入る前の期間を通じてアセスメントが行われる。

透析に入る前の期間においては、移植のサポートも強力に進められる。すなわち、 pre-ESRD

プログラムの移植コーディネーターとソーシャルワーカーが、講習で患者に移植に関する講義を
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行うのである。

ウ.予防的透析準備と継続的ケア

患者に透析が必要であると専門医が判断したら、 pre-ESRDプログラムのソーシャルワーカー

は透析設備利用の手はずを整え、透析を行う側との間で情報の共有化を図る。さらにpre-ESRD

プログラムのソーシャルワーカーは、透析治療に入った患者の症状が安定してきたと見なされる

まで、その患者を監視する。一方透析を行う側のソーシャルワーカーは、患者を受け入れる際に

心理社会的アセスメントを行う。患者に人生の終末期における問題のような心理社会的問題があ

る限りにおいて、 pre-ESRDプログラムのソーシャルワーカーは、その患者への関与を続ける。

④設定された目標及びアウトカム

前述したORC社のpre-ESRDプログラムでは、以下のような目標が設定された。

・透析用血管アクセスの適時配置(アクセス配置後、透析開始までに50%がフイステル(ろう

管)を形成し、 50%が成熱する)

・外来による透析開始数の増加

・透析を開始するためのカテーテルの一時的使用を最小限にとどめる

・栄養レベルの維持(具体的には透析開始患者の80%においてアルブミン値を3.3超に維持す

る)

・糖尿病にも躍患している患者の90%が四半期ごとにHbAlcのテストを受け、うち65%の

HbAlcが8未満となる

・透析開始前の総合的かつ適時な腎臓病治療に関する教育の提供

2000年においては、フイステル(ろう管)形成において合併症の発症やコストを抑制すること

が期待されるほどの著しい成果がみられた。さらに同年には外来による透析開始の割合が、 1999

年の50%から60%に増加し、栄養面に関しても目標どおりのアウトカムが得られた。
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第IV章　ディジーズ・マネジメントのビジネスモデル

本章では、ディジーズ・マネジメントに関わるビジネスモデルについて、個別企業の事例も紹

介しながら説明するO最初に、ビジネスモデルを、 DMサービスの提供者に着目した分類、提供

されるサービスの範囲に着目した分類という2つの方法で分類し、その後、それぞれのビジネス

モデルについて事例を紹介しながら説明する。

1.ビジネスモデルの分類

(1 ) DMサ・-ビスの提供者に着目した分類

第Ⅱ章で述べたとおり、保険者等がDMプログラムの実施にあたって外部の事業者を利用する

場合には、 DM会社、製薬会社、医療機器会社、検査会社等がDMサービスの提供者となる。こ

れらの提供者によるビジネスモデルは、 2つに分類できる。一つは、 DMサービスの提供そのもの

をビジネスとするDM会社のビジネスモデルであり、もう一つは、自社の中心的な商品・サービ

スの販売を促進するためにディジーズ・マネジメントを利用する製薬会社、医療機器会社、検査

会社等のビジネスモデルである。この2つのビジネスモデルには異なる特徴がある。

DM会社の基本的なビジネスモデルは、提供するDMサービスに対する料金を受け取るもので

ある.一方、製薬会社、医療機器会社、検査会社等のビジネスモデルは、自社の商品・サービス

に付帯する付加価値サービスとしてDMサービスを提供したり、または自社の商品・サービスが

ディジーズ・マネジメントを行う上で有効なツールとなることをアピールすること等によって、

販売促進のためにディジーズ・マネジメントを利用するものである。

(2)提供されるサービスの範囲に着目した分類

DMAAによるディジーズ・マネジメントの定義において、 DMプログラムはディジーズ・マネ

ジメントの構成要素を全て備えたフルサービスのDMプログラムと、構成要素の一部のみを備え

たDMサポートサービスに区分されている61。これと同様に、 DM会社のビジネスモデルも、デ

イジーズ・マネジメントの構成要素の全てを提供することができる「フルサービスDM会社」と

特定の構成要素を提供する「サポートサービス会社」という2つのモデルに分類することが可能

である。

フルサービスDM会社は、患者集団の特定から継続的な再評価に至るDMプログラム全般に渡

ってサービスを提供するDM会社であり、 DMプログラムの実施主体である保険者等にサービス

を提供している。一方、サポートサービス会社は、医療機器を使用した患者の健康データの収集

や、医師に対する診療ガイドラインのコンプライアンス支援など、 DMプロセスにおける特定の

構成要素のみを提供するDM会社である。サポートサービス会社は、 DMプログラムの実施主体

に直接サービスを提供している場合と、フルサービスDM会社を直接の顧客としてDMプログラ

ムの実施主体には間接的にサービスを提供している場合とがある。

フルサービスDM会社とサポートサービス会社の違いは、ユーザーのDMプログラム実施方法

にも関係している。第Ⅱ章でも述べたとおり、保険者等がDMプログラムを実施する場合には、

DMプログラムを全て自前で構築する場合と、外部の事業者を利用する場合とがある　DMPCの

61 DMAAウェブサイト(visited Nov. 16, 2002) <http://www.dmaa.org/de丘nition.html>.
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AILewis氏は、保険者等がDMプログラムを実施する方法を3つに分類している。すなわち、 DM

プログラムを自前で構築する方法(Build)、 DMプログラムの実施に必要なサービスを組み合わ

せる方法(Assemble)、外部の事業者からDMプログラムを一括して購入する方法(Buy)、であ

る62.

ユーザーが「Buy」を選択する場合にはフルサービスDM会社と契約する。フルサービスDM

会社はDMプラグラムを構築し、必要となる全てのDMサービスの提供、およびプログラムの管

理を行う。

一方、ユーザーが「Assemble」を選択する場合には、ユーザーがDMプログラムを実施する上

で必要となる構成要素を個別にサポートサービス会社から購入し、また、一部の構成要素につい

てはユーザー自身が用意して組み合わせ、プログラム全体の管理はユーザーが行う。

《図表19》フルサービスDM会社とサポートサービス会社の比較

フルサー ビス D M 会社 サボI 卜サ l ビス会社

提供す るサ ー ビスの

範 囲
D M プログラム全体 D M プ ログ ラムの一部の構 成要素

サl ビスのユーザー

D M プログ ラムの実施方法 として 「B uy」 . D M プ ログ ラム の実施方 法 と して

を選択す る保 険者 等 「A sse m b le」 を選択する保険者等

. フルサー ビス D M 会社

D M プ ログラム フルサー ビス D M 会 社が行 う D M プログラムの実施主体 、または フル

の管 理 サー ビス D M 会社が行 う

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

2.ビジネスモデルの実例

(1 )製薬会社のビジネスモデル

①基本的なビジネスモデル

DMプログラムにおいて、患者の病状の悪化を防ぎ、入院、 ER、手術等の高額な医療サービス

の利用を回避することは、患者のQOLを向上させ、トータルの医療コストを削減する上で重要で

ある。薬剤の適切な使用は、病状の悪化や高額な医療サービスの利用を回避するために有効な手

段であり、 DMプログラムの重要な要素となっている。

薬剤の使用によって治療の効果を高めるためには、患者の状態に応じて医師が正しく服薬指導

を行い、患者が医師の指導に基づいて正しく服薬する必要があるが、医師や患者の行動は必ずし

も適切でない場合がある。

このため、製薬会社は、自社の製品を販売する際に、医師がエビデンスに沿った正しい使用方

法を遵守するための支援や患者教育を付加価値サービスとしてセットすることにより、自社製晶

の魅力を高めることができる。また、患者が忘れずに服薬するようになれば、薬剤の効果が正し

く発揮されるとともに、薬剤の使用量自体も増加する可能性が高いため、製薬会社の売上の増加

にも寄与する。

62 "US Disease Management Industry Overview , DMPC.
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②製薬会社によるディジーズ・マネジメントの活用例

Boehringer Ingelheim社63は、同社の顧客である保険者や医療プロバイダーに対し、慢性閉塞

性肺疾患(COPD)の治療における自社製品の有効性をアピールするためのツールや、医師や患

者のコンプライアンスを支援するためのツール等を提供している。

A. COPD患者に対する治療に関する研究レポート

HMOやPOS等の健康保険プランに加入する6, 000人以上のCOPD患者の支払いデータをも

とにCOPD患者の治療実態を調査したレポートを、保険者や医療プロバイダー等の顧客向けの冊

子としてまとめているO　このレポートでは、 「ATS (AmericanThoracicSociety)の診療ガイドラ

インが入手可能であるにもかかわらず、 COPD患者に対して適切な治療が行われていない場合が

多く、診療パターンを最適化しコストを削減する余地が大きい」と結論づけており、その-項目

として、適切な投薬がなされていない点も指摘している。

B.医師、患者向けの教育ツール

同社は、顧客である保険者や医療プロバイダーが、医師や患者の教育を行うための簡便なツー

ルを作成している。医師に対しては診療ガイドラインを簡潔に整理したパンフレットを用意し、

患者に対してはCOPDに関する基礎知識や、生活習慣の改善、正しい服薬等について簡単にまと

めた冊子を用意している。これらのツールには、顧客である保険者や医療プロバイダーのロゴマ

ーク等を挿入するスペースがあり、印刷してそのまま配布できるようになっているO　また、患者

に対しては、登録制のウェブサイトを運営し、患者教育を提供している。

(2)医療機器会社のビジネスモデル

①基本的なビジネスモデル

DMプログラムにおいては、患者の健康状態を継続的に把握し,病状の悪化を防ぐために適切

な医療サービスを提供することが重要である。患者の健康状態の把握に際しては、体温、体重、

血圧、心拍数等の測定データを得る必要があり、各種の測定機器が使用される。

医療機器会社は、患者自身が自宅で使用しやすい測定機器や、測定データを医療プロバイダー

にフィードバックするシステム等、 DMプログラムにおいて利用しやすい医療機器を開発するこ

とにより、ディジーズ・マネジメントを自社製品の販売促進に利用している。

(彰医療機器会社によるディジーズ・マネジメントの活用例

大手電機メーカーで医療機器の製造も手がけるPhilips社は、 Hewlett-Packard社から分離独

立した電機メーカーであるAgilentTechnology社のヘルスケア部門を2001年に買収し、 Agilent

社の開発した彰血性心不全患者のためのモニタリングシステムを提供している64。

63同社に関する説明は、DMAA3rdAnnual Leadership Forum(2001年10月)およびDMAA4th

AnnualLeadershipForum (2002年10月)において同社から入手した資料、インタビューによ
る。

64同社に関する説明は、 Philips社ウェブサイト(visited Nov. 20, 2002) <http:/7www3.medical.

philips.com/eirus!product_home!product_line/monitoringathome_detail.asp>、およびAgilent

Technology社ウェブサイト(visited Nov.20, 2002) <http://www.agilent.com>による。
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同社の提供するシステムは、血圧計、脈拍計、体重計、心拍計等の測定機器と、各機器で得ら

れたデータを電話回線によって医療プロバイダーに送るシステムがセットされたものである。情

報を受け取る医療プロバイダー側では、各種の測定データをコンピュータの画面上で時系列的に

把握できるようになっており、医療プロバイダーが患者の健康状態を継続的に把握して適切な治

療を行うことを可能にしている。

(3)検査会社のビジネスモデル

①基本的なビジネスモデル

第Ⅲ章で述べたとおり、 DMプログラムにおいて患者集団の階層化を行う際には、各種の検査

データが用いられる。また、被用者に対する健康診断等、公的な制度として検査が実施されてい

ない米国では、糖尿病のDMプログラムにおけるHbAlcテストのように、患者がセルフケアの一

環として検査を受けるよう促すことも、患者への働きかけにおける重要な要素となっている。

検査会社は、 DMプログラムに基づいて定期的に検査が実施されることによって検査の利用が

増加することになるため、ディジーズ・マネジメントにおける検査の重要性をアピールしたり、

利便性の高い検査システム等を開発する等の方法により、ディジーズ・マネジメントを販売促進

に活用している。

②検査会社によるディジーズ・マネジメントの活用例

Home Healthcare Laboratory ofAmerica社65は、在宅医療提供会社に対して、看護師が患者宅

で血液検査を実施しやすいシステムを提供する検査会社として、 1997年に設立された。同社の

「Lab-in甘box」と呼ばれる検査システムは、訪問看護師が患者宅で血液検査を実施する際に血

液採取に必要な器具等が一辺15cm程度の発砲スチロール製の箱にセットされている。看護師は

血液を採取した後、遠心分離機にかけずにそのまま、セットの中に収められた保冷剤とともに箱

に入れて同社の検査施設に送付することにより、検査結果のフィードバックを受けられるという

ものである。

同社は2002年に、 DMプログラムを実施する保険者等やDM会社に対するサービスとして、

患者自身が簡単に血液検査(HbAlc検査)を実施することができる新しい検査システムを開発し

た。 「Lab-iirarrenvelope」と呼ばれる新しいシステムでは、血液採取のための器具,返信用封筒,

採取方法等の説明書等の検査キットが、 15cm四方厚さ1cm程度の小さな紙製のパッケージに収

められている。患者は説明書に従って血液を採取し、それを名刺サイズ程度の小さな紙片に数滴

浸透させ、返信用封筒で検査施設に郵送するだけでよい。顧客は検査費用を負担し、同社から検

査結果のフィードバックを受けることができるO

(4)フルサービスDM会社のビジネスモデル

①提供するサービス

フルサービスDM会社は、保険者等からDMプログラムの構築・運営を一括して請け負い、保

65同社に関する説明は、 DMAA4thAnnualLeadership Forum (2002年10月)において同社か
ら入手した資料、インタビュー、および同社ウェブサイトの掲載情報による(visitedNov.20,

2002) <http ://www.hhla.com/>.
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険者、医療プロバイダー、および患者が、効率的で質の高い医療サービスを実現する上で抱えて

いるそれぞれの課題に対応したサービスを提供する。

まず、フルサービスDM会社は保険者に対して、過去の保険金支払い履歴等を統計的に分析し

(データマイニング)、予測モデルを使用して患者集団を階層化する。これにより、各患者層の潜

在的なリスクを把握することができるようになるO　フルサービスDM会社が患者集団の階層化す

るために利用する情報は、過去の保険金支払い履歴、投薬の履歴、検査データ等様々なものがあ

るが、フルサービスDM会社はこれらの必要な情報を必ずしも全て入手できるとは限らず、また、

入手できた情報を統計的に分析しなければ階層化を行うことはできない。このため、予測モデル

においては、階層化に必要な情報をどの程度入手できるかということと、不完全な情報からどれ

だけ確度の高い予測を行うことができるかということの2点が成功の鍵となる66。

次に医療プロバイダーに対しては、フルサービスDM会社は医師に対するEBMの教育等を行

うことにより、医療プロバイダーが効率的で質の高い医療サービスを提供できるよう支援する。

医師が患者の治療にあたって第三者が介入することを快く思わない場合や、ディジーズ・マネジ

メントという新しい取り組みに対して消極的である場合も考えられため、フルサービスDM会社

は医師への働きかけにあたり、最新のEBMに関する情報提供、 EBMの実践を支援する各種ツー

ルの提供、患者情報のフィードバックなど、医師がよりよい医療を提供するための支援を行うと

いうスタンスで行うことにより、医師と協力的な関係を築くことを目指している。

また、フルサービスDM会社は、セルフケアが必要な患者に対して、電話、オンライン、手紙、

看護師の訪問等の方法により、健康状態のモニタリング、生活習慣や服薬に関する患者教育等を

提供する。このようなサービスによって、患者は健康、 QOLが向上し、高い満足度を得ることが

できる。フルサービスDM会社は、患者が積極的にセルフケアに取り組むように促す必要があり、

患者が理解しやすい教育ツールや、患者とのコミュニケーション方法を工夫しているO

(図表20》は、フルサービスDM会社のビジネスにおける、各当事者の利益を簡単に整理した

ものである。フルサービスDM会社の提供するDMプログラムが成功すれば、 DMプログラムに

関わる各当事者は、それぞれ利益を得ることができ、医療プロバイダー、保険者、患者、フルサ

ービスDM会社は、 Win-Win- Win-Winの関係を構築することができる。

②フルサービスDM会社の収益構造

フルサービスDM会社の収入は、保険者等のDMサービスの購入者から支払われるDMサービ

スの利用料金であり、通常は保険者と3-5年の契約を結んでいる。また、サービスの購入者には

支払う料金に見合った効果を得られないリスクがあるため、フルサービスDM会社が医療コスト

の削減額や臨床的アウトカムを保証している場合が多い。例えば、医療コストの削減額を保証す

る場合には、目標とした削減額に対する不足分をフルサービスDM会社が一部または全部を負担

する契約形態をとることにより、サービスの購入者とフルサービスDM会社が経済的なリスクを

シェアしている。

一方、フルサービスDM会社がDMプログラムを提供する際のコストは、対医療プロバイダー

(医師への働きかけのコスト)、対保険者(予測モデル、データマイニングのコスト)、対患者(忠

66階層化のために利用する情報や具体的な階層化のプロセス等については、各社のノウハウとし
て一般的には公表されていない。

44



者への働きかけのコスト)、その他IT関連費用や間接費であるOフルサービスDM会社の利益は、

DMサービスの利用料金から、各種のコストを差し引いた額となるo

《図表20》フルサービスDM会社のビジネスにおける各当事者の利益

当事 者 利益

医療 プロ - よ り効果 的な治療 を行 うため のツール を入手す ることが できる。

ハ イター . 症 状の重 い患者 に対 して、よ り注意 を払 うことがで きる0

. コンプライ アンスが改善 され る0

患者 . 健康、Q 0 L が向上 し、高 い満足度 を得 られ る0

. 慢性疾患患者 に対 してよ り良い患者教育が提供 され る0

保険者 . 少な くともいくつか の疾病 における医療 コス トが削減 され、投資収益率が 向上す る0

. サー ビスの質の向上 によ り、販売 . マーケテイ ング上の評判が向上す る。

. 加入者の継続率が向上す る0

D M 会社 . 削減 される医療 コス トに見合 うコス トで D M プ ログ ラム を運営で きれ ば利益 を得 ること

ができる0

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

《図表21》フルサービスDM会社の収益構造
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(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

なお、フルサービスDM会社が医療コストの削減額を保証している場合においては、 DMプロ

グラムによって削減された医療コストをサービス購入者の利益とフルサービスDM会社の受け取

るDM料金としてシェアするため、削減された医療コストが大きいほど、フルサービスDM会社

の得るDM料金は大きくなる。つまり、フルサービスDM会社は、 DMプログラムにかけるコス
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トを低くし、医療コストの削減額を大きくするほど、利益が上がる構造となる。

③フルサービスDM会社の事例

心臓病のディジーズ・マネジメントにおける最大手のDM会社であるCorSolutions67は、スタ

ンフォード大学が開発した「MULTIFIT」と呼ばれる彰血性心不全患者のマネジメント技術のラ

イセンスを受け、彰血性心不全のディジーズ・マネジメントを行う会社として1995年に設立され
->._

現在同社がDMプログラムを提供している主な疾病は、心不全、冠状動脈性心疾患、慢性閉塞

性肺疾患、暗息、糖尿病等であり、同社はこれらの主要な疾病に対するDMプログラムをベース

に、 30以上の疾病に対するDMプログラムを提供している。

同社の提供するサービスは、患者集団の特定から継続的な再評価にいたるDMプログラム全体

であり、同社が独自に開発した予測モデルと、看護師による広範で行き届いた患者のケアを特徴

としている。予測モデルについては、従来は、主に支払い履歴における人口統計学上の記録や診

断の記録を使用するものが一般的であったが、同社の予測モデルでは、処方薬の使用状況をはじ

めとして、医療サービスの提供過程における様々な情報68を有病率、共存症、合併症のマーカーと

して使用する。個々の患者に対するアセスメントでは、現在500以上のリスク・マーカーが使用

されており、これらのリスク・マーカーも利用して患者集団を階層化している。

また、患者への働きかけを行う看護師は、同社の全従業員(約350人)の約70%を占め、米国

内の4つのコールセンターに配置されている。看護師は、服薬のコンプライアンスに関する患者

教育に限らず、ダイエット、ストレスの軽減、家族等のケアギバーのケアまで含めて、患者の療

養に対する幅広い支援を行っている。

次に、同社と顧客との契約については、その約80%は健康保険会社やHMO等の民間の保険者

であり、残りの20%は政府、企業との直接契約等が占めている。DMプログラムのアウトカムは、

ERの利用の減少、入院の減少、服薬のコンプライアンス、学校や仕事を休む目数の減少、禁煙率、

QOLの向上、医師や患者の満足度、疾病ごとの臨床指標等を使用して評価している。契約期間は

通常3-5年であり、多くの契約では、臨床的アウトカム、経済的アウトカム、患者や医師の満足

度等について何らかの形で保証している。なお、成功を保証して同社がリスクを負う場合には、

保証しない場合と比べて料金を上げているとのことである。

(5)サポートサービス会社のビジネスモデル

①サボ-トサービス会社の業種

DMプログラムの一部の構成要素を提供するサポートサービス会社は、 DMプログラムの実施

方法として「Assemble」を選択する保険者等やフルサービスDM会社を顧客としている。サポー

トサービス会社の基本的なビジネスモデルは、提供するサービスに対する料金を顧客から受け取

るものであり、提供するサービスの内容等に応じて経済的アウトカムや臨床的アウトカムを保証

している場合とそうでない場合とがある。

67同社に関する説明は、 DMAA4thAnnualLeadership Forum (2002年10月)において同社か
ら入手した資料、インタビュー、および同社ウェブサイトの掲載情報による(visitedNov.21,

2002) <http 7/www.corsolutions.com/>.

68同社のパンフレットでは、このような情報を「episodeofcare」と表現している。
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DMPCのAILewis氏は、サポートサービス会社の代表的な業種として(図表22》の6種類を

挙げている69。ただし、ここに挙げられた複数の業種にまたがるサービスを提供している場合や、

予測モデルのためのソフトウェアの提供等、ここには挙げられていないサービスを提供している

場合もあるため、全てのサポートサービス会社を画然と区別できるわけではない。

《図表22》サポートサービス会社の業種の例

業種 サー ビスの内容

D ata "g a th erin g C om p an y 患者デー タの収集、 フィー ドバ ック、 アウ トカム評価等 を行 う0

IV E C om p a n y 自動音声応 答装置 (In te ra ctiv e V o ice R esp on se : IV R ) を使 用

して患 者データの収集、フィー ドバ ック、患 者のセルフケア支援、

アウ トカム評価 等を行 う0

G a d g e t C o m p a n y 機器 を利用 して患者 の健康 データ (体温、血圧等 ) の収集 、フイ

ー ドバ ック、患者 のセル フケア支援 、アウ トカム評価等 を行 う0

P h y sicia n -A ssist C o m p a n y E B M 教育や、 E B M 実践 を支援す るツール の提 供等 によって医

師への支援 を行 う0

In te rn e t C o m p a n y イ ンターネ ッ トを利用 した D M サー ビスを提供す る

D e m a n d M a n a g em e n t C o m p a n y 看護師 の電 話相談 等 によ って患者 の生活習慣 の変更等 も含め た

ア ドバイスを行 うことによ り、医療サー ビスの利用 に対す る患者

の需 要を管理する。

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

(参サボ-トサービス会社の事例

A. Health Hero Network社(Gadget Company) 70

1988年に設立されたHealth Hero Network社は、機器を利用した患者データの収集、患者教

育のためのシステムを、 DMプログラムを実施する保険者等、および他のDM会社に対して、販

売・リース等の形態で提供している。

同社の提供する「HealthBuddy」と呼ばれるシステムでは、液晶画面と4つの回答ボタンで構

成された小型の専用機器が電話回線に接続されている。液晶画面には、健康状態、服薬コンプラ

イアンスの状況、健康管理に関する一般的な知識等に関する質問が毎日10問題程度表示され、患

者がボタンを押して回答すると、その結果は電話回線を通じて送信され、顧客側のPCで閲覧で

きるようになっている。

質問は、診療ガイドラインに基づいた枝分かれの構成となっており、患者の回答に応じて次の

質問が自動的に選択、表示され、患者の回答次第では、コールセンターの看護師への電話や、主

治医の訪問を指示される.また、患者が毎日欠かさずに質問に答えるよう、ゲーム的な質問を入

69 "US Disease Management Industry Overview", DMPCにおいては、 Assemble Companyと
呼んでいる。

70同社に関する説明は、 DMAA4thAnnualLeadership Forum (2002年10月)において同社か
ら入手した資料,インタビュー、および同社ウェブサイトの掲載情報による(visitedNov.28,

2002) <http ://www. healthhero.com!>.
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れたり、回答しない場合にアラームを鳴らすといった工夫をしているてlo

顧客側の医師や看護師が利用するPCでは、患者別のデータをリスクの高低によって色分けし

て表示したり、リスクの高低によって並べ替えて表示することが可能である。このようなシステ

ムにより、一人の医師や看護婦がより多くの患者を同時に管理できるようになっている72。

なお、同社のシステムは現在12種類の疾病に対応しており、専用機器以外にも、 PC、 PDA、

携帯電話でも同様のサービスを提供している。

B. EBM Solutions社(PhysicianAssist Company) 73

1999年に設立されたEBMSolutions社は、複数の大学や病院との協力関係をもとに、 EBMに

基づく診療ガイドラインと、ケースマネジメントを支援する情報システムを、病院、医療プロバ

イダーグループ、保険者、他のDM会社等に提供している。

同社の提供するEBMdesktopと呼ばれるサービスでは、医師向けの詳細なガイドラインと、患

者向けの簡易なガイドラインをあわせて100種類以上のガイドラインがインターネットを通じて

提供されている。ガイドラインは、 EBMの概要からはじまって、スクリーニング、診断、予防、

治療、代替医療等の各セクションに分かれている。また、診療方針決定のためのフローチャート

や各種臨床指標、エビデンスの信頼度をあらわすグレードや、当該ガイドラインに関する参照文

献等が含まれている。このサービスの利用者は、病院や保険者のCMO (ChiefMedicalOfficer)

や、ガイドラインを提供するポータルサイト、 DM会社等である。

また、 「EBMdesktop」にケースマネジメントのための各種機能を追加した「EBMpact」と呼

ばれるサービスでは、患者がPCを利用して日々の健康状態やセルフケアの結果等を入力し、こ

れをもとにケースマネジャーは、患者のコンプライアンスの状況や、満足度、アウトカム等をモ

ニタリングすることができる。このサービスは、ケースマネジメントを行う医療プロバイダーグ

ループや保険者が主な利用者である。なお、同社は、これらのサービスの導入を支援することを

主な目的として、各種の教育プログラムもあわせて提供している。

71同社に対するインタビューによると、これらの工夫により、毎日質問に答える患者の割合は約
80%に達するとのことである。

72同社に対するインタビューによると、 HealthBuddyを使用することによって1人のケースマネ
ジャーが400人の患者を同時に管理した実績があるとのことである0

73同社に関する説明は、 DMAA4thAnnual Leadership Forum (2002年10月)において同社か
ら入手した資料、インタビュー、および同社ウェブサイトの掲載情報による(visitedNov. 28, 2002)
<http ://www.ebmsolutions.com/>.
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第∨章　ディジーズ・マネジメントの今後

前章までは、米国におけるディジーズ・マネジメントの現在に至るまでの沿革と、現状を中心

に述べてきた。本章では、ディジーズ・マネジメントにおける最新の動きも紹介しながら、今後

における発展の方向性について、 DMプログラムの発展と、 DM市場の発展という2つの側面を

取り上げる。

1. DMプログラムの発展

第I章で述べたとおり、マネジドケアの新たな手法として発展してきたディジーズ・マネジメ

ントは、服薬コンプライアンスのみに注目するような断片的なケアを提供するプログラム(第一

世代)から、重症患者や医療コストが高額となるリスクが極めて高い患者をターゲットとして働

きかけを行うプログラム(第二世代)を経て、特定の疾病に擢患しているか、雁患するリスクを

有する患者の集団全体を対象とするプログラム(第三世代)へと発展してきた。また、第Ⅱ章で

述べたとおり、 DMプログラムが対象とする疾病の種類は、当初は、暗息や心臓病等の一部の慢

性疾患を対象とするものであったが、現在では対象疾病の種類が増加してきている。

近年、DM業界ではPopulation Management74という概念が注目されているDMPCによると、

populationManagementとは「ヘルスケアに関わる給付を最適化するために必要な全てのサポー

トサービスを提供する、包括的なアプローチである」と説明されている75。つまり、 Population

Managementは、特定の疾病におけるハイリスク者を対象とした従来のDMプログラムとは異な

り、数多くの疾病を対象として健康な者も含めた集団全体の健康を管理しようとするものである。

実際に、いくつかの大手DM会社において、数多くの疾病にまたがって集団全体の健康を管理

することを意図したプログラムが提供されはじめている。例えば、 American Healthways社が

2001年にBlue Cross Blue Shield ofMinnesotaと締結した契約では、糖尿病、冠状動脈性心疾

患、彰血性心不全、慢性閉塞性肺疾患、暗息、末期腎不全といった慢性疾患だけでなく、腰痛、

骨粗しょう症等、人のQOLに影響を与える11種類の症状も対象とされている76。同社のExecutive

Vice Presidentであり、 DMAAの理事でもあるRobert E. Stone氏は、ディジーズ・マネジメン

トの将来の姿はTotal Population Health Managementであり、同社の契約は「健康保険プラン

とDM会社との間で締結された、はじめてのTotal Population Health Management契約である」

と述べている77。

このような動きは、第I章で述べた、健康そのものの管理という第四世代のディジーズ・マネ

ジメントの萌芽と見ることができる。

74 Total Population Management、 Total Population Health Managementとも呼ばれる。

75 DMPCウェブサイトによる(visited Dec. 27, 2002) <http://www.dismgmt.com/framelO.
htm>.

76同社ウェブサイトによる. (visited Dec. 27, 2002) <http://www.americanhealthways.com/

index.cfm?method=Pre ssArchive>.

77 "Interview lvith Robert E. Stone", Disease Management, Volumel Supplement 1 , 2002,

p.15.
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2. DM市場の発展

第Ⅱ章で述べたとおり、民間の保険者や企業だけでなく、公的医療保障制度での採用も始まる

など、米国のヘルスケア市場においてディジーズ・マネジメントの普及は進みつつある。これに

伴い、アウトソーシングビジネスとしての市場も拡大を続けており、今後も拡大が見込まれてい

る。

しかし、今後DM市場が拡大していく上での課題も指摘されている。その一つは、ヘルスケア

におけるコストの削減と質の向上を両立させることであり、もう一つは、 DMプログラムの評価

手法を標準化する必要性である。

コスト削減と質の向上の両立については、医師にはディジーズ・マネジメントに対する懐疑的

な見方もあり、DMプログラムにおいて医師との良好な関係が重要であるとの指摘がある78。また、

米国医師会(AmericanMedicalAssociation:AMA)は、 「患者の現在のプライマリケア医または

主治医を、可能な限りディジーズ・マネジメントのプロセスに参加させ、異なる環境にまたがっ

た患者のケアの継続性を損なう可能性のある配列を最小化するためにディジーズ・マネジメント

を提供する健康保険プランとマネジドケア組織を、 AMAは強く後押しする」との見解を示してい

るが、同時に、 「ディジーズ・マネジメントの目的は、時宜を得た適切な予防・治療・回復期のサ

ービスを提供することによりアウトカムを向上させることであり、この結果として生じたコスト

削減やケアの効率性は二次的なものだが、正当な目的である」とし、ディジーズ・マネジメント

の第一の目的がケアの質の向上にあるとの見解を示している79。

次に、 DMプログラムの評価に関しては、標準的な評価手法がないために企業や行政がディジ

ーズ・マネジメントを導入すべきかどうか判断しにくい点が課題として指摘されている。前出の

Robert E. Stone氏は、 「ディジーズ・マネジメントが機能するのか」という問いに答えることが

DM業界の課題であると述べ、現在はアウトカム評価に関する統一的な方法がないためにDMサ

ービスの購入者が異なるプログラムを正しく比較できない状態にあると指摘している80。

近年、ヘルスケア業界の認証機関であるJCAHO (Joint Commission on Accreditation of

Healthcare Organization) 、 NCQA (National Committee for Quality Assurance) 、 URACはそ

れぞれ、健康保険プランやDM会社等の行うDMサービスの質を評価し、認証するプログラムを

開発している。また、業界団体のDMAAは、 DMプログラムのアウトカム評価を標準化するため

のプロジェクトを開始すると発表した81。このように、上記の2つの課題に対する解決策となるも

のと考えられる様々な取り組みが継続されている。

78 DMAA4thAnnual Leadership Forum (2002年10月)における、 BetterHealth Technology
社の発表による。

�"AMA, "H-285.944 Disease Management and Demand Management" (visited Jan.6, 2003)

<http :〟www. ama-assn.org>.

80 "Interview with Robert E. Stone", Disease Management, Volumel Supplement 1 , 2002,

p.13.

81 `'Interview with Warren Todd", Disease Management, Volumel Supplement 1 , 2002, p.25.
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(資料1 )米国におけるヘルスケアの特徴

以下は、ディジーズ・マネジメントを理解するための前提として、米国におけるヘルスケ

アの特徴について整埋したものである1。

1.米国における健康保険制度の運営と加入者の状況

米国においては、 「健康保険」 (Health Insurance)は実務的には、営利健康保険

(Commercial Health Insurance) 、非営利民間健康保険(Private Noncommercial)およ

び社会保険(Social Insurance)を包含する意味で使われている2広い概念である。

米国においては、わが国のような全住民を一律対象とした公的な健康保険制度は存在し

ない。しかし、 65歳以上の高齢者・65歳未満の障害者・末期腎不全患者を対象とするメデ

ィケア、および貧困者を対象とするメディケイド等の公的医療保障制度が運営されている。

これらは《図表A》 (報告書本文5ページ(図表2》の再掲)のとおり人口の25%程度をカ

バーしているに過ぎない。一方、民間保険(営利健康保険、非営利民間健康保険)が大き

な役割を担っており、民間保険加入者は約7割を占めている。

米国の多くの企業では、雇用主が従業員福利厚生の一環として医療保障のサービスを提供し

ている。このため、民間保険加入者の内訳を見ると、職域加入(企業の雇用主が契約者、従

業員が被保険者となる)による者が圧倒的に多く、職域加入以外はごく少数である。また、

強制加入でないため、健康保険料の高騰等もあり無保険者が14%程度存在している。

1本資料の記述においては、西村徹・江頭達政・中村岳「米国ヘルスケア市場と保険会社の
ヘルスケア事業-沿革、現状および最近の動向-」 (安田総研クオータリー第37号、 2001

年7月)を主に参考とした。
2 Harvey W. Rubin, "Dictionary ofInsurance Terms -fourth edition", Barron s, 2000の

定義より.
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《図表A》米国における健康保険加入状況

民間保険(全体)　民間保険(職域)　公的医療保障制度　　　無保険者

. □2000年
I

12001年l

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。報告書本文5ページの(図表2》の再掲O

2.米国のヘルスケアシステムにおける多様性・多義性

米国のヘルスケアシステムにおいては、 「Provider」、 「Payer」、 「Health Plan」という用

語が頻繁に用いられる。その概念を理解することが、米国のヘルスケアシステムについて理

解するために必要であるが、それぞれに多様な態様があり、またその意味も多義的である。

以下、それぞれの概念について説明する。

(1) Provider (医療プロバイダ-)

医療サービスを提供するものという意味で「Provider」という表現が使われるO　米国のヘ

ルスケアシステムにおける「Provider」については、病院、薬局のような「医療機関」と、

医師、薬剤師、歯科医師、看護婦のような「医療サービスを提供する人間」を、ともに包

含するとの見方がある3一方、医師を意味する用語として用いられる場合が多いとの見方も

i?,'V'、

(2) Payer (保険者)

医療プロバイダーに対して医療費の支払いをするものという意味で「Payer」という表現

3 Sheryl Tatar Dacso et al., `Managed Care Answer Book, 3rd Ed.", Panel Publishers,

1999, pp.GL-42, GL-43.

4 Peter R. Kongstvedt ed., "The Managed Health Care Handbook, 4th Ed.", Aspen

Publishers, Inc., 2001, p.1372.
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が使われる。保険者を指し、通常、保険会社を意味するが、保険会社と契約するのではなく

企業自身が保険者となって従業員の医療費をカバーする自家保険運営の場合では「Payer」は

企業となる。

(3) Health Plan

米国のヘルスケアシステムにおける「HealthPlan」という用語の実際の使われ方を見る

と、健康保険という保険サービスのみならず医療プロバイダーのネットワークも含めた、

ヘルスケアサービスの供給システム全体を意味する場合もあれば、そのようなシステムを

企画設計、運営している組織を意味する場合もある5。本報告書では「HealthPlan」を「健

康保険プラン」と訳している。

ヘルスケアサービスの供給システムとしての健康保険プランの基本形は、 (図表B》のと

おりである。当事者は加入者(契約者と被保険者)、保険者(保険会社等)、医療プロバイ

ダー(医療機関、医師等)の3つであり、これらの当事者の間で保険料、医療費、医療サ

ービスという資源がやりとりされる。

《図表B》健康保険プランにおける加入者(患者)、保険者、

医療プロバイダーの基本的な関係

保険者

医療プロバイダー

(出典)損保ジャパン総合研究所作成。

5健康保険プランがシステム・組織の双方の意味で用いられていると見受けられるケースも

ある。例えば、米国ヘルスケア業界の民間会社の1つであるHealth Net of the Northeast

社のホームページにおける会社案内(visited Oct. 18, 2002)

<http://www.phshealthplans.com/info/about.html>を見ると、 「当社親会社のHealth Net

社は、 500万人を超す米国民に豊富な種類の健康保険プランをご提供しています」という表

現とともに、 「HealthNetofthe Northeast社は4つの州の100万人を超す会員にご奉仕す

る健康保険プランです」という表現も見られる。
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健康保険制度の運営主体は多種多様である。このため医療プロバイダーも統一的な社会保

険制度の指定を受けているというわけではない。医療プロバイダーは、運営主体である保険

者と個々に契約し、保険者および加入者(患者)から医療費を得て医療サービスを提供して

ォ**

3.民間健康保険プランの概要

本報告書第I章でふれたように、民間健康保険プランは、伝統的な出来高払いの「インデ

ムニティ型」と「マネジドケア型」に大別され、近年、マネジドケア型プランへの移行傾向

が見られている。

マネジドケア型プランに関しては、主にHMO、 PPO、 POSの3タイプに分かれる。加入

プラン別の加入者数分布の推移は(図表C)のとおりである。

《図表C》加入プラン別従業員数分布の推移

(出典) The Kaiser Family Foundation and Health Research & Educational Trust,

Employer Health Benefits 2002Annual Survey , p.69

本報告書ではふれなかったマネジドケア型の3タイプについてここで簡単に解説する。時

系列的には、保険者サイド主導のHMOに対抗して医療プロバイダー主導のPPOが登場し、

さらにPPOに対抗して再び保険者サイド主導のPOSが登場したという順である。

(1 ) HMO (Health Maintenance Organization)

1930年代から1940年代初頭にかけて、従業員の福利厚生を目的としてつくられたグル

ープ診療プランが最初のものである　HMOプランにおいて会員は一定の会費を支払えば、
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一定の自己負担額6を負担して治療・予防・検診など幅広いサービスを受けることが出来る。

HMOは、その組織の形態から、通常4つに分類されるIPAHMO (IndependentPractice

Association model HMO)は、保険者が、独立した立場にある複数の開業医や医療プロバ

イダーグループと別個に契約しているHMOであるOグループHMO (Group modelHMO)

は一つの医療プロバイダーグループとのみ契約している　HMO、ネットワーク　HMO

(Network model HMO)は複数の医療プロバイダーグループと契約しているHMOである。

スタッフHMO(StaffmodelHMO)はHMO自身が医療機関を持ち、医師を雇用している。

HMOにおけるマネジドケアの手法の特徴は主に次の3点、すなわち、 ①かかりつけ医へ

の訪問の義務づけ(ゲートキーパー制)、 (診利用できる医療プロバイダーを原則としてネッ

トワーク内に限定、 ③医療費の支払方法を人頭払い等の定額支払い制度とし、医療プロバ

イダー側にコスト・インセンティブを与えたこと、とされている。

なお、 「HMO」という用語は、狭義には上述のような特定の健康保険プランの呼称とし

て使用されるが、マネジドケア型健康保険プランを提供する一般的な組織の呼称として広

義に使用される場合もある。

また、マネジドケア型健康保険プラン一般を指す用語として、 「HMO」の代わりに「MCO」

(Managed Care Organization)が使用される場合がある。

(2) PPO (Preferred Provider Organization)

ppoは、 1980年代に急成長したHMOに対抗する目的から医療プロバイダー主導で創設

されたものである　PPOとは、選別された医療プロバイダーグループが保険会社、自家保

険採用企業等と提携し、交渉で取り決めた割引価格(割引出来高払い)で医療サービスを

提供する事業体である　PPOでは、医療プロバイダーが一定規模の患者を集めることがで

きる代わりに、医療費削減要求に応じる。割引価格ではあるが、出来高払いであるために、

医師の自由は確保されている。これによって保険者はコストを削減でき、患者にとっても

自己負担額7を軽減できる。 PPOでは、患者がネットワーク内外の医療機関や医師を選択で

きる。ただし、ネットワーク内の医療機関の利用を促進するため、ネットワーク外の医療

機関を利用した場合の自己負担額を大きくするなどの対策を取っている場合が多い。

(3) POS (Point-of-service plan)

医療プロバイダー主導で創設されたPPOに対応した保険者サイドの動きとして、患者に

よる医療へのアクセスの自由度を高めたプランがPOSである。

posは、 HMOのオプション的な位置づけであり、ネットワーク内でのサービスを利用

する場合には、かかりつけ医への訪問義務づけ、人頭払い等の定額支払い制といったHMO

の特徴が残っている。一方、ネットワーク外の医療プロバイダーを利用する場合には、医

6 -回の診療ごとに数ドルの自己負担額を支払う方式等。

7要した医療費の一定割合の自己負担額を支払う方式等。
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療費の支払いは出来高払いとなり、加入者の自己負担額は高くなる。
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(資料2)ディジーズ・マネジメント用語集

○認証(Accreditation)　・　・　・　p.21,50

組織、ネットワーク、プログラム、グループ、個人が、所定の基準を満たしていること

を認定すること。米国では、第三者の認証機関により、医療プロバイダー、保険者、マネ

ジドケア型健康保険プランが一定の基準に合致するかどうかの認証が行われている。主な

認証機関としては、 NCQA、 JCAHO、 URAC等が挙げられるが、それぞれの業務範囲は

異なる。

○アセンブル(Assemb一e)　-　　P.41,46

保険者等がDMプログラムを構築する方法の一形態のこと　DMPCのAILewis氏によ

れば、 DMプログラムを自前で構築する場合(Build)、 DMプログラムの構築に必要なサ

ービスを組み合わせる場合(Assemble)、外部の事業者からDMプログラムを一括して購

入する場合(Buy)の3つの方法がある。

○アセスメント(Assessment)　　-　p.13,16,27,29,33-34,38-39,46

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。特定された対象集団内の一人一

人の状況を更に詳しく把握するための情報を収集するプロセスである。情報収集の方法と

しては、訪問・電話・質問票の郵送・インターネット・来所面談等が用いられている。

○行動改善プログラム(Behavior modification program)　・　・　・　p.13,14

医師の働きかけ等により、生活習慣(行動)の変容を促すための教育プログラムのこと。

生活習慣病の予防・改善には、食事・運動面を中心に生活習慣を見直すことが重要といわ

れており、各種の教育プログラムが開発されている。

○ブルークロス・プル-シールド(Blue Cross　&　Blue Shield)　-　　p.19,49

会員が定額の保険料を払い、医療サービスの補償を受ける非営利の会員制組織のこと。

最近は営利保険会社に転換する例もある。基本的には、ブルークロスは病院費用を補償し

(ただし、医師の手術等医療技術料を補償する場合もある)、ブルーシールドは医師の手術

等医療技術料(ただし、病院費用を補償する場合もある)を補償する。ブルークロスとブ

ルーシールドは全米各地に設立され、現在は地域ごとにその経営機能を一体化している場

合が多いO　ブルークロス・ブルーシールドのプランは、総称してBluesと呼ばれている。

○ビルド(Build)　-　　p.41

アセンブル(Assemble)の項参照。

○バイ(Buy)　　　　　p.41

アセンブル(Assemble)の項参照。
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○人頭払い(Capitation)　-　　p.7,19,24,資料1 p.5

医療プロバイダーへの診療報酬の支払方式の一形態のこと　HMO (Health

Maintenance Organization)のようなマネジドケア型健康保険プランにおいて、 -人当た

りの想定される年間の医療コストを医療プロバイダーとの交渉で決定し、この単価に加入

者数を乗じた金額を、前払い(通常は月払い)で支払う。医療プロバイダーは加入者の実

際の受療状況にかかわりなく、毎月定額の診療報酬を受け取ることができる。

○ケ-スマネジメント(Case management)　蝣　・　・　p.15,21-22,48

高額な医療コストが予想される症例を持つ患者(加入者)に対するヘルスケア供給の管

理手法のことCIRC (Certification of Insurance Rehabilitation Specialists Commission)

の公式の定義によれば、 「ケースマネジメントとは、個人のニーズに合わせて、医療の選択

肢やサービスについて.その個人の状態を慎重に検討し判断,プランを作成、実行,調整、

モニタリングを行い、有効性を評価する共同作業であって、コミュニケーション手法と入

手できる医療資源を使って、医療サービスの質とコスト効率の良いアウトカムを向上させ

る。また、個人の変化進行するニーズに対応して行われる継続的なケア活動の一部を構成

する協力的なプロセスである。」

○診療ガイドライン(Clinical practice guidelines)

p.1,3,8-9,14-16,19,27,31-32,34,40,42,47,48

個々の症状・疾患の状態に応じた医療行為の手順について、その利点・リスク・コスト

を、医学関連文献・専門家の判断に基づき、体系化した定義のこと。特定の臨床状況にお

ける医師・患者等の意思決定をサポートするために作成される。診療ガイドラインは、デ

イジーズ・マネジメントでは、患者や医師への働きかけの有用なツールとなり、類似の症

状・疾患を有する患者に対する一貫性のある治療方法を実現するための手段の一形態であ

る。

OCMS (Centers for Medicare &Medicaid Services)　・　蝣　・　p.24

公的医療保障制度メディケアとメディケイドの運営主体となっている米国厚生省の内部

組織のこと　CMSはまた、 HRSA (Health Resources and ServicesAdministration)と

共同で、子供の無保険者向けの医療保険制度SCHIP (State Children's Health Insurance

Program)の運営を行っている　2001年7月に、連邦医療財政庁(HCFA:theHealthCare

FinancingAdministration)から、 CMSに改称した。

○コンプライアンス、遵守(Compliance)　-　p.10,12-13,16,31-32,38,40-42,45-48,49

患者が医師の処方等どおりに服薬することや、医師が一般に認められた治療方法に従う

度合いのこと。例えば、医師の指示通りきちんと薬が飲めている場合を「コンプライアン

スが高い」、飲み忘れたりきちんと飲めていない場合を「コンプライアンスが低い」という。

○コンポーネント・マネジメント(Component management)　・　・　・　p.9

入院治療、通院治療、ホームケア、長期介護というコンポーネントごとにコスト効果的
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なケアを供給しようとする、ヘルスケア供給のためのシステム。ただし、個々のコンポー

ネントのコストを最適化しようとする余り,全体としては高コストになってしまう点や、

患者教育に対する償還の仕組みがなく、患者のQOL (quality of life)が必ずしも最大化

されたわけではなかったとされている。

○継続的な再アセスメント(Continuous reassessment)　・・・　p.16,19,32

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。効果測定の結果を受けて、再度

アセスメントを繰り返していく。

○データマイニング(Data mining)　-　　p.28,44-45

POS (販売時点情報管理)、クレジット・カードの利用履歴、電話の通話履歴、生命保

険の顧客情報等の蓄積された膨大な量の生データとの対話を通じて、経営やマーケテイン

グにとって、必要な傾向動向、相関関係、パターンなどを導き出すための技術や手法のこ

と。ディジーズ・マネジメントでは、予測モデル(Predictive model)を用いて、 DMプ

ログラムの対象となる患者集団を階層化し、将来の医療コストを推計する等の手法で、医

療資源利用の最適化を図るが、過去の医療コストの支払履歴等のデータを使用し、患者集

団の階層化の基準や医療コストの推計方法を分析することをデータマイニングと呼ぶ。

○ディマンド・マネジメント(Demand management)　-　　p.22

マネジドケアにおいて、患者のヘルスケアサービスに対する需要を管理する技術のこと。

看護師の電話相談等によって、リスク・メリットを患者に十分説明し、健康や医療に関す

る意思決定をサポートし、結果的に過大な医療サービスの利用が抑制されるとされている。

ODMAA (The Disease Management Association of America)

p.1,12,14-15,25,40,42,43,46,47,48,49-50

米国のディジーズ・マネジメントサービス関係者の業界団体のこと。非営利の会員制組

織で、ディジーズ・マネジメントが普及してきていることを受けて、1999年に設立された。

DMプログラムやアウトカム評価の基準を定め、過去に4回の年次大会を開催する等、デ

イジーズ・マネジメントの普及促進を図っている。

ODM会社(Disease management company)

p. 1, 10-ll, 15-17, 18,23-24,25-26,31,36,40-48,49-50

ディジーズ・マネジメントサービスを提供する企業のこと。 DMサービスの提供者(DM

vendor)である。

ODMプログラム(Disease management program)

p. 1,4,8, 10-13, 15-17, 19-20,24-25,27-32,35,40-41,42-47,49-50

ディジーズ・マネジメントのプログラムのこと.本報告書では、ディジーズ・マネジメ

ントについて、糖尿病、噛息、心臓病といった慢性疾患の患者集団と、彼らを担当する医

師の双方を主たる対象として、それぞれの疾病に固有の手法で働きかけを行い、質の高い
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ヘルスケアを低コストで供給できるようにするアプローチと定義している。

ODMPC (Disease Management Purchasing Consortium & Advisory Council)

p. ll,25-26,40-41,47,49

DMプログラムを実施する保険者等向けにコンサルティングを行っている、有力な組織

のひとつ。

ODMサポートサービス(Disease management support service)　-　　p.15,40

ディジーズ・マネジメントのサービスの一形態のこと　DMAA (The Disease

Management Association of America)によれば、 ①集団を特定するプロセス、 ②エビデ

ンスに基づく診療ガイドライン、 ③医師とサポートサービスのプロバイダーの提携による

診療モデル、 ④患者の自己管理を促進するための教育(初期予防、行動改善プログラム、

および、服薬コンプライアンスとその状況の監視が含まれると考えられる)、 ⑤プロセスと

アウトカムの測定、評価、管理、 ⑥定例的に繰り返される報告とフィードバック(患者・

医師・健康保険プラン・補助的プロバイダー(ancillary providers)とのコミュニケーシ

ョン、および、診療パターン分析(practiceprofiling)が含まれると考えられる)の6つ

の構成要素を全て備えているサービスを「フルサービスのDMプログラム(Full Service

DiseaseManagementPrograms)」としている。これに対し、上記6つのうち一部のみを

備えているプログラムを、 「DMサポートサービス」と定義している。

○エンパワメント(Empowermerit)　-　　p.30,38

患者教育等を通じて、患者の日常生活において患者が自分の疾病の進行を防ぎ、健康を

維持するために望ましい行動を選択するよう患者を支援すること。病気の予防・改善効果

を高める働きかけの一種であり、ディジーズ・マネジメントの重要な観念である。例えば、

医師と接している時間だけでは患者の理解が充分には行き届かない場合、 DMプログラム

で患者教育の働きかけを行い、患者の理解を促進することによって、患者が日常生活にお

いて適切な行動判断ができるようになれば、治療の効果が確実に得られ、 QOL (qualityof

life)の向上が期待できる。

○祐封(Encounter, Healthcareenc。unter) -　p.14

患者がヘルスケアサービスの提供を行う医師等の専門家と接触すること。マネジドケア

においては、加入者が提携医療プロバイダーと対面で話すことを指す0

○エビデンスに基づく診療ガイドライン(EvidenceBasedGuideline)　-　　p.14-15,19

最善のエビデンス、臨床医の専門的知識・経験、患者の要望を総合して作成された診療

ガイドラインのこと。ディジーズ・マネジメントにおいては、医師の診療を支援するサー

ビスとして提供される。
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○根拠に基づく医療(EBM:Evidence Based Medicine)　-　　p.18-19,31,44,47,48

臨床医の専門的知識・経験に基づき、外部から得られる最良のエビデンスと患者の要望

を総合して、診療・治療法を選択・決定できるように、 Evidence-Based Medicine Working

Groupにより定義され、医療の分野において発展している知識体系および動きのこと。エ

ビデンスに基づく医療は、管理的・政策的な方針決定や教育にまで拡張される。このアプ

ローチは対立する結果の理解や、エビデンスや患者とヘルスケアの方針への適合する能力

や質について、その個人の状況を慎重に検討し判断することを必要とする。

○出来高払い(Fee for service)　　-　p.6-7,24,資料1 p.4-6

医療プロバイダーへの診療報酬の支払方式の一形態のこと。医療行為別の料金に従い、

積算された診療報酬を医療プロバイダーに支払うこと。伝統的なインデムニティ型健康保

険プランで用いられている。

○フルサ-ビスのDMプログラム(Full service disease management program)

・　p.15,40

ディジーズ・マネジメントのサービスの一形態のこと　DMAA (The Disease

Management Association of America)によれば、集団を特定するプロセス、エビデンス

に基づく診療ガイドライン、医師とサポートサービスのプロバイダーの提携による診療モ

デル、患者の自己管理を促進するための教育(初期予防、行動改善プログラム、および、

服薬コンプライアンスとその状況の監視が含まれると考えられる)、プロセスとアウトカム

の測定、評価、管理、定例的に繰り返される報告とフィードバック(患者・医師・健康保

険プラン・補助的プロバイダー(ancillaryproviders)とのコミュニケーション、および、

診療パターン分析(practice pro filing)が含まれると考えられる)の6つの構成要素を全

て備えているサービスを「フルサービスのDMプログラム(Full Service Disease

Management Programs)」としている。

○ヘルスケア(Health care)

p.卜2,3-5,8-9,13-16,18,20-21,42,49-50,資料1 p.卜3

個人や地域住民の健康の促進・維持・管理・回復のため、健康保険プランのサービス提

供者や医師により供給される医療サービスのこと。ヘルスケアという用語は、医師の治療

に限らず、医師による健康管理や、医師の管理下での健康の自己管理までを含んだ広い意

味で使われている。

○医療コスト(Health care cost)

p. 1,3-5,7-9, 12-13, 18-19,22,27-28,32-33,36,41,44-46,49

個人や地域住民の健康の促進・維持・管理・回復に要する費用のこと。米国でヘルスケ

アと言う場合、医師の治療に留まらず、医師の監督や健康の自己管理までの費用を含む場

合があり、日本で医療費と理解されている内容とは異なることがある。
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○健康保険プラン(Health plan)

・ -　p.1,4-7,9,ll,15,18-21,22-25,33,42,49-50,資料1 p.3-5

HMO、 PPO、インデムニティその他、会員にヘルスケアサービスを提供するため、合

法的に保険者の役割を果たす存在のこと。以下の2つの意味で使用される。

①健康保険において、特定の加入者のニーズに応じて販売される特定の給付のパッケージ

のこと。

②HealthSecurityAct (1993)によれば、特に、予め決められた医療的な給付、処置、サ

ービスを補償する包括的な給付のパッケージを提供するプランのことO

OHMO (Health Maintenance Organization)　　-　p.4,8,10,ll,42,46,資料1 p.4-5

健康保険プランを提供する一般的な組織の呼称として使われる場合も、特定の健康保険

プランの呼称として使用される場合もある。 HMOという用語は、元来、任意加入した会

員(加入者)が、予め決められた月額の料金の対価として医療サービスを受けることが出

来る前払い制組織と定義されていたが、自家保険や前払いによらない支払方式が出現した

ことによって、この定義は正確とは言えなくなった。現在、この用語が使用される場合に

は、医療プロバイダーが医療コストに係るリスクを負うようなマネジドケア型健康保険プ

ランを指す場合と、予め登録されたかかりつけ医をゲートキーパーとする健康保険プラン

を指す場合がある。ただし、後者の場合には、ゲートキーパー制を使用しないHMOもあ

り、定義が難しいため、より緩やかな語義としてMCO (Managed Care Organization)

という呼称を使用することがある。

○患者集団の特定(Identification)　　　　　p.4,14-16,18-19,27-29,33,37,40,46

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。主治医・保険者・家族からの情

報や、過去の治療データ、自己申告データ等を参考として、集団構成員の中からDMプロ

グラムの対象とすべき者を特定する。

○インデム二ティ型健康保険プラン(hdem〔ity plan P.4-7,資料1 p.4

出来高払い診療報酬に基づく医療コストの実費を償還払することを約した健康保険プラ

ンのことO保険金請求に基づき、加入者個人に支払われる場合と、医療プロバイダーに直

接支払われる場合がある。加入者は医療プロバイダーを自由に選択できる。

○働きかけ(Intervention)

p.1,4,10,13-16,19,23,27,30-32,34-35,38,43-46,49

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。階層化の結果に従い、働きかけ

を行うが、これには、 (彰患者への働きかけと、 (診医師、病院等の医療プロバイダーへの働

きかけの2つがある。

OJCAHO (Joint Commission on Accreditation of Healthcare Organization)　-p.50

米国の非営利の認証機関Joint Commission on Accreditation of Healthcare

Organization (1951年設立)のこと。米国民に提供される医療の質の向上を図るため、
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病院、ナ-シング・ホーム、ホームケア等の医療プロバイダーの認証を行っている。多く

のマネジドケア型健康保険プランのネットワークの病院ではJCAHOの認証を受けること

が要求されている。また、 JCAHOでは医療機関における医療の質の改善のため、医療機

関のパフォーマンス・データ統計分析や、教育・出版活動を行っている。

○マネジドケア(Managed care)　　-　p.3-10,24,49-50,資料1 p.3-4

高いレベルの医療の質を確保しながら、不必要な医療コストを抑制することを目的とす

るヘルスケアの手法のこと。また、このような手法を用いる健康保険プランを「マネジド

ケア型健康保険プラン(managed careplan)」と呼ぶ。マネジドケア型健康保険プランは、

比較的低廉な保険料で保険加入できるメリットがある反面、加入者の選択の自由は制限さ

れ、保険者が様々な介入を行うことが特徴であると言われている。例えば、加入者から医

師、病院へのアクセスが制限されたり、医療プロバイダーの診療内容や診療期間の管理が

行なわれる。保険者が選別した医師や病院により構成されたネットワーク内の医療プロバ

イダーへのアクセスを促進するようなインセンティブが働く仕組みをとることもある。保

険者から医療プロバイダーへの支払は、インデムニデイのような出来高払いとは異なり、

人頭払い(capitation)の場合が多い。

○マネジドケア組織(MCO:ManagedCareOrganization)　- -　p.4,8,50,資料1 p.5

HMO (Health Maintenance Organization)やPPO (Preferred Provider Organization)

等のマネジドケア型健康保険プランの総称のこと。最近は、従来の定義に当てはまらない

HMOが増加してきて、 HMOを定義することが難しくなってきているため、 MCOという

呼称を使用することがある(HMOの項参照)0

○効果測定(Measurement)　・　・　・　p.12,15-16,27,32,34-35

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。働きかけの効果を、医療面の評

価・経済的評価・満足度評価等の観点から、多面的に効果測定すること。測定結果をサー

ビス改善につなげるため、 DMプログラムの運営主体が自ら評価することもあれば、学識

経験者等の第三者に委託することもある。

○メティケイド(Medicaid)　・　・　・　p.19,22-24,資料1 p.I

米国における低所得者を対象とした公的医療扶助制度(1965年設立)のこと。加入に際

しては、資力調査(meanstest)が行われ、一定水準以上の資産を有する者は対象外とさ

れる。連邦政府のガイドラインの下で各州政府が運営している。

○メディケア(Medicare)　　　　　p.19,22-24,33,資料1 P.I

米国における65歳以上の高齢者、少なくとも2年間障害給付を受給している者、慢性

腎不全患者に対する医療保障制度(1965年設立)のこと。連邦政府が運営しており、入院

費用を補償するメディケア・パートAは強制加入だが、外来費用を補償するメディケア・

パートBは任意加入である。
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○メディケア・プラス・チョイス(Medicare + Choice)　-　　p.22-24,33

従来のメディケアプランとは別に、メディケアと契約した民間の保険者がメディケア適

用対象者向けに提供する健康保険プラン。メディケア・プラス・チョイスについては、出

来高払いのプランの他に、 HMO (Health Maintenance Organization) 、 POS

(point-of service plan)、 PPO (Preferred Provider Organization)といったマネジド

ケア型健康保険プランを選択することもできるが、地域により加入できるプランが異なる。

均衡予算法(Balanced BudgetActof1997)により導入された。

ONCQA (National Committee for Quality Assurance)　・　・　・　p.50

米国の非営利の認証機関National Committee丘>r Quality Assurance (1979年設立)

のこと　NCQAは、 HEDIS (HealthPlanEmployerDataandInformationSet)と呼ば

れる評価基準により、マネジドケア型健康保険プランの認証を行っている。また、消費者

が質の高いプランを購入できるように、認証の情報と医療のパフォーマンスに係る情報を

提供している　NCQAの認定をプラン購入の条件としている企業もあり、保険会社等にと

っては認証が非常に重要となっている。

○オプトイン(Opt-in)　-　　p.12,33

DMプログラムへの参加者を募集する方法の一つ。プログラムへの参加を希望する患者

に対し、申し出を求める。

○オプトアウト(Op卜out)　　　　　p.12,33

DMプログラムへの参加者を募集する方法の一つ。プログラムへの参加を希望しない患

者に対し、申し出を求める。

○アウトカム(Outcome)　・　蝣　・　p.3,12,14-16,23,28,29,31,35,39,44,46-48,50

過去の予防措置・発症・治療行為の経過に対する結果のこと。患者の回復、 QOL (quality

of life)の向上などの成果を指標化したもので、ヘルスアウトカムとも言う。

○アウトカム評価(Outcome evaluation)　・　・　・　p.14-16,46-47,50

ある結果をもたらすために治療法が提供されるという前提に基づいて、有効性を評価す

ること。患者の治療や、事前に定められた基準に反して行われたサービスの実際のアウト

カムを測定することにより、基準は改良されていく。

○保険者(Payer)　-　　p.5-8,18-22,25,29,33,40-48,50,資料1 p.2-5

保険料収入をもとに一定の契約に基づき、医療コスト支払いのための資金を供給する者

のこと。連邦政府、民間営利保険会社、個人等が含まれる。

○薬剤給付管理事業者(PBM:Pharmacy Benefit Management) ・ -　p.10,24

マネジドケア組織・患者・薬局・医師等の間に介在し、推奨薬剤リストの提供や薬剤費

償還事務を代行し、薬剤費そのものの低減、または、薬剤をより適正に使用して薬剤費を
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抑制するサービスを行う事業者のこと。独立した企業の他,製薬会社や保険会社の子会社

という形態をとることが多い。

○ポピュレーション・マネジメント(Population management, Total population

manageme【t)　-　　p. 49

ヘルスケアに関わる給付を最適化するために必要な全てのサポートサービスを提供する

包括的なアプローチのこと。特定の疾病におけるハイリスク者を対象とした従来のI)Mプ

ログラムとは異なり、数多くの疾病を対象として健康な者も含めた集団全体の健康を管理

しようとするもの。

○対象集団、患者集団(Pop]Iation)

・　p.1,4,ll,13-16,19,23,27-29,31,33,37-38,40,43-44,46,49

ディジーズ・マネジメントにおいて、疾病管理の対象とする集団のこと。

○予測モデル(Predictive model)　・　・　・　p.4,28,30,44-47

過去の医療コストの支払履歴等のデータを用いて、予想されるリスクの程度によって、

DMプログラムの対象となる患者集団を階層化し、将来の医療コストを推計する数理的手

法のこと。ディジーズ・マネジメントでは、予測モデル(Predictive model)により、医

療資源利用の最適化を図る。

○プライマリケア(Primary care)　　　　p.13,31,33-34,37,50

患者が最初に受診する医師から受ける医療サービスのこと。プライマリケアを提供する

医師は、更に専門的な診療が必要と判断した場合は、患者を専門医に紹介する。

○償還(Reimbursement)　・　・　・　p.14,19,22

要した費用や損失を他者に補償すること。本報告書では、保険契約に基づき、患者の治

療費等に要した費用を保険者が医療プロバイダーに支払うことを意味する。

○セルフケア(Self care)　-　　p.14,18-19,34,43-44,47-48

日己、家族、または知人の知識や手技で解決されるレベルのケアのこと。健康の自己管

理等を含む。ディジーズ・マネジメントでは、セルフケアを通じた患者教育と診療ガイド

ラインを通じた医師教育に重点が置かれている。

○自家保険(Self insurance)　・　・　蝣　p.18-19,21,資料1 p.3,5

企業が自社の従業員を中心とした保険集団を形成し、従業員に対する医療給付および関

連費用の支払いに関する経済的責任を負うこと。企業自身が保険者の機能を果たし、従業

員の医療リスクを負担するが、運営事務は保険会社にアウトソーシングすることが多い。

ERISA (1974年従業員退職所得保障法)の成立によって州の規制に縛られない企業の自

主的な制度運営が認められたため、普及が進んだ。
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OSF-36　　　　　p. 29

医療のアウトカムを図るテストのうち、 QOL (qualityoflife)の測定方法として最も一

般的なもの。身体機能、身体・精神機能の障害による役割制限、社会機能の制限、肉体的

な痛み、精神状態、活力、全体的健康観の各領域に属する合計36個の質問に対する回答

により、対象者のQOLを測定する。

○階層化(Stratification)　　　　　p.4,13,15-16,27,30,32-35,38,43-44,46

ディジーズ・マネジメントの基本プロセスの中の1つ。収集された情報、医療専門家の

知見、予測モデル(predictive model)等を用いて、リスクを判断した上で、その大きさ

に応じてDMプログラム対象者を階層化するプロセス。

OURAC (Utilization Review Accreditation Commission)　・　・　・　p.21-22,50

米国の非営利の認証機関URAC、または、 AAHC (AmericanAccreditation HealthCare

Commission) (1990年設立)のこと。もともとは、医療資源利用調査(utilization review)

を行う独立法人や保険会社・マネジドケア型健康保険プランにおける担当部門の評価を行

っていたことから、 Utilization ReviewAccreditation Commissionと称していたが、 1996

年から業務を拡大し、健康保険プランや医療プロバイダーの認証も行うようになったこと

を機に、法人名をURAC　に短縮した。これに伴い、業務内容を表す呼称としてAAHC

(AmericanAccreditation HealthCare Commission)を用いることもある。

なお、医療資源利用調査とは、ヘルスケアサービスの質を高めるため、患者に供給され

る医療サービスの効率性について調査すること。
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